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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　画像データによって定義される画像を表示するように、位相変調器を制御する方法であ
って、
　２次元位相変調器上で重複しない複数のソース領域を定義し、かつ、表示面において複
数の表示領域を定義する段階であって、前記複数のソース領域の各々は、境界及びソース
エリアを有し、かつ、前記複数の表示領域のうち対応する表示領域及び１つ又は複数のソ
ース強度値に関連付けられ、前記複数の表示領域の各々は、対応する表示エリアを有する
、段階と、
　前記画像データに基づいて、前記複数の表示領域の各々にターゲット光強度値を割り当
てる段階と、
　対応する前記複数のソース領域の複数の前記ソースエリアに対する前記複数の表示領域
の複数の前記表示エリアの比率が、前記対応する表示領域に割り当てられる前記ターゲッ
ト光強度値に対する前記複数のソース領域の複数のソース光強度値の比率に比例するよう
に、前記複数のソース領域の構成、前記複数の表示領域の構成、又は前記複数のソース領
域及び前記複数の表示領域の両方の構成を調整する段階と、
　複数の前記ソースエリアの各々に位相面を生成する段階であって、前記位相面は、前記
ソースエリアに入射する光を対応する前記表示エリアに方向変更する、段階と、
　前記複数のソース領域に複数の前記位相面を提供するように前記位相変調器を制御し、
前記複数のソース強度値に従って、前記複数のソース領域に入射光を照射する段階と、



(2) JP 6757311 B2 2020.9.16

10

20

30

40

50

　を備える方法。
【請求項２】
　前記画像データに基づいて、複数のターゲットソースエリアを決定し、前記複数のソー
ス領域に対応する前記複数のターゲットソースエリアから、前記複数のソース領域の面積
の集合偏差を定量化する目的関数を最も良く満たす前記複数のソース領域の前記境界の構
成を決定するように最適化を実行することによって、前記複数のソース領域の前記構成を
調整する段階と、を備える、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　複数の前記位相面を生成する段階は、前記最適化の後の前記複数のソース領域の前記境
界の構成に基づいて、前記複数のソース領域の各々の法線ベクトルを決定し、前記位相変
調器の位相を２次元の位置に関連付ける解の位相関数を生成するように、複数の前記法線
ベクトルを統合する段階を含む、請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　前記複数のソース領域は、複数のソース頂点の間に延びる複数の線によって定義される
重複しない複数のソースタイルを含み、前記複数のソース頂点の各々は、位置を有し、前
記複数の表示領域は、複数の表示頂点の間に延びる複数の線によって定義される重複しな
い複数の表示タイルを含む、請求項２に記載の方法。
【請求項５】
　前記複数のソースタイル及び前記複数の表示タイルは、三角形である、請求項４に記載
の方法。
【請求項６】
　前記最適化は、前記複数のソース頂点の最適化された位置を決定する、請求項４又は５
に記載の方法。
【請求項７】
　メジアンカットアルゴリズムを実行することによって、前記複数のソース領域の構成を
調整する段階を備える、請求項１に記載の方法。
【請求項８】
　複数の前記ソースエリアの各々に前記位相面を生成する段階は、放物レンズに対応する
前記位相面を生成する段階を含む、請求項１又は請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　複数の直交方向における焦点距離のペアによって、前記複数のソースエリア及び対応す
る複数の表示エリアの前記複数の直交方向におけるサイズの差に基づいて、前記放物レン
ズを定義する段階を備える、請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　前記放物レンズを定義する段階は、２つの直交方向において複数の傾斜を特定する段階
を含み、前記複数の傾斜は、前記２つの直交方向における複数のターゲット領域に対する
前記複数のソース領域の変位に基づく、請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　前記位相面を生成する段階は、ローパスフィルタリングを実行する段階を含む、請求項
１から１０のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１２】
　前記位相面を生成する段階は、位相ラップを実行する段階を含む、請求項１から１１の
いずれか１項に記載の方法。
【請求項１３】
　前記複数のソース領域を照射する段階は、前記画像データに基づいて、光源の出力を制
御する段階を含む、請求項１から１２のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１４】
　前記画像の平均輝度に基づいて、前記光源の前記出力を制御する段階を備える、請求項
１３に記載の方法。
【請求項１５】
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　前記光源の前記出力を制御する段階は、前記光源の前記出力を可変アパーチャに通し、
前記可変アパーチャのサイズを制御する段階を含む、請求項１３又は１４に記載の方法。
【請求項１６】
　前記光源の前記出力を制御する段階は、前記光源の強度を変化させる段階を含む、請求
項１３から１５のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１７】
　前記複数のソース領域の各々によって方向変更された前記光の少なくとも９５％は、対
応する前記表示領域の範囲内に収まる、請求項１から１６のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１８】
　前記複数のソース領域の各々によって方向変更された前記光は、実質的に、対応する前
記表示領域を満たす、請求項１から１６のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１９】
　統合ロッドのアレイによって、前記位相変調器からの光を前記複数の表示領域に通す段
階を備える、請求項１から１８のいずれか１項に記載の方法。
【請求項２０】
　前記複数の表示領域からの光を振幅変調する段階を備える、請求項１から１９のいずれ
か１項に記載の方法。
【請求項２１】
　データプロセッサによって実行された場合に、前記データプロセッサに、請求項１から
２０のいずれか１項に記載の方法を実行させるためのプログラム。
【請求項２２】
　データプロセッサによって実行された場合に、前記データプロセッサに、請求項１から
２０のいずれか１項に記載の方法を実行するプログラマブルロジックデバイスを構成させ
るためのプログラム。
【請求項２３】
　光源によって照射されるフリーフォームレンズと、
　フリーフォームレンズの構成を制御するように接続されるコントローラと、を備え、前
記コントローラは、
　前記フリーフォームレンズの複数の画素を、各々が表示領域に対応する複数のソース領
域に関連付け、
　画像データに基づいて、前記複数のソース領域及び対応する複数の表示領域の相対的な
サイズを調整し、
　ソース領域に入射する光に対応する表示領域を照射させるように、各ソース領域内の前
記複数の画素を制御する
　ように構成される、光プロジェクタ。
【請求項２４】
　前記フリーフォームレンズは、空間位相変調器を含み、前記コントローラは、前記空間
位相変調器の複数の画素によって与えられる位相遅延を制御するように接続される、請求
項２３に記載の光プロジェクタ。
【請求項２５】
　前記コントローラは、前記画像データに応じて、前記フリーフォームレンズに入射する
前記光源からの光の光学出力を制御する、請求項２３又は２４に記載の光プロジェクタ。
【請求項２６】
　前記コントローラは、前記光源に供給される出力の振幅、幅及びデューティサイクルの
少なくとも１つを制御するように動作可能である、請求項２５に記載の光プロジェクタ。
【請求項２７】
　前記コントローラは、前記光源によって発せられた光の部分を、光除去器へと選択的に
方向付けるように動作可能な光学素子を制御するように接続される、請求項２５又は２６
に記載の光プロジェクタ。
【請求項２８】
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　前記光源と前記フリーフォームレンズとの間の光路に可変アパーチャを備え、前記コン
トローラは、前記可変アパーチャの開きを制御するように動作可能である、請求項２５か
ら２７のいずれか１項に記載の光プロジェクタ。
【請求項２９】
　前記光源と前記フリーフォームレンズとの間の光路に上流空間光変調器を備え、前記コ
ントローラは、前記複数のソース領域のうち異なるものを異なるように照射するように、
前記上流空間光変調器を制御するように接続される、請求項２３から２８のいずれか１項
に記載の光プロジェクタ。
【請求項３０】
　前記フリーフォームレンズから下流の光路に配置される下流空間光調整器を備え、前記
コントローラは、ターゲット面において前記光プロジェクタによって生成される光パター
ンにおける光の振幅を変化させるように、前記下流空間光調整器の複数の画素を制御する
ように接続される、請求項２３から２９のいずれか１項に記載の光プロジェクタ。
【請求項３１】
　前記下流空間光調整器は、前記複数の表示領域の各々からの光を変調させるように動作
可能な複数の画素を提供するために十分な解像度を有する、請求項３０に記載の光プロジ
ェクタ。
【請求項３２】
　前記フリーフォームレンズと前記複数の表示領域との間の光路に複数の統合ロッドのア
レイを備え、前記コントローラは、前記複数の統合ロッドのうち異なるものに異なる量の
光を選択的に誘導するように、前記フリーフォームレンズを制御するように動作可能であ
る、請求項２３から３１のいずれか１項に記載の光プロジェクタ。
【請求項３３】
　前記コントローラは、プログラムされたデータプロセッサを含む、請求項２３から３２
のいずれか１項に記載の光プロジェクタ。
【請求項３４】
　前記コントローラは、構成可能なロジックユニットと、前記構成可能なロジックユニッ
トを構成する複数の命令を含むデータストアとを含む、請求項２３から３３のいずれか１
項に記載の光プロジェクタ。
【請求項３５】
　前記構成可能なロジックユニットは、ＦＰＧＡを含む、請求項３４に記載の光プロジェ
クタ。
【請求項３６】
　画像データによって定義される画像を表示するように、フリーフォームレンズを制御す
る装置であって、複数のソフトウェア命令によって、
　２次元位相変調器上で重複しない複数のソース領域を定義し、かつ、表示面において複
数の表示領域を定義し、前記複数のソース領域の各々は、境界及びソースエリアを有し、
かつ、前記複数の表示領域のうち対応する表示領域に関連付けられ、前記複数の表示領域
の各々は、対応する表示エリアを有し、
　前記画像データに基づいて、前記複数の表示領域の各々にターゲット光強度値を割り当
て、
　前記複数のソース領域の構成、前記複数の表示領域の構成、又は前記複数のソース領域
及び前記複数の表示領域の両方の構成を決定し、これにより、対応する前記複数のソース
領域の複数の前記ソースエリアに対する前記複数の表示領域の複数の前記表示エリアの比
率が、対応する前記表示領域に割り当てられる前記ターゲット光強度値に対する前記複数
のソース領域の複数のソース光強度値の比率に比例し、かつ、前記構成が、ソースエリア
に入射する光を対応する前記表示エリアに方向変更させる、
　プロセッサを備える装置。
【請求項３７】
　フリーフォームレンズを駆動するように接続可能な駆動回路を備える、請求項３６に記
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載の装置。
【請求項３８】
　前記フリーフォームレンズは、空間位相変調器を含み、前記装置は、複数の前記ソース
エリアの各々に対して位相面を生成する、請求項３６又は３７に記載の装置。
【請求項３９】
　前記複数のソース領域に対応する複数のターゲットソースエリアから、前記複数のソー
ス領域の面積の集合偏差を定量化する目的関数を最も良く満たす前記複数のソース領域の
前記境界の構成を決定するように最適化を実行する最適化器を備える、請求項３６から３
８のいずれか１項に記載の装置。
【請求項４０】
　前記最適化器は、回転正規化器を含む、請求項３９に記載の装置。
【請求項４１】
　前記最適化器は、平滑性正規化器を含む、請求項３９又は４０に記載の装置。
【請求項４２】
　データプロセッサと、前記データプロセッサによる実行のための複数のコンピュータ可
読命令を含むデータストアと、を備える光プロジェクタのコントローラであって、前記複
数のコンピュータ可読命令は、請求項１から２０のいずれか１項に記載の方法を前記デー
タプロセッサに実行させる、コントローラ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　［関連出願の相互参照］
　本願は、２０１４年７月３１日に出願された米国出願第６２／０３１２５０号及び２０
１５年７月２０日に出願された米国出願第６２／１９４７２８号に基づく優先権を主張す
る。米国の目的で、本願は、米国特許法第１１９条の下で、発明の名称を位相変調撮像を
用いた光誘導方法及び装置とする２０１４年７月３１日に出願された米国出願第６２／０
３１２５０号、及び発明の名称をフリーフォームレンジングのための数値的アプローチ、
エリアパラメータ化フリーフォームレンジングとする２０１５年７月２０日に出願された
米国出願第６２／１９４７２８号に基づく利益を主張する。ここで、これらの両方は、参
照により、あらゆる目的で本明細書に組み込まれる。
【０００２】
　本発明は、フリーフォームレンズを用いて光を投射することに関する。いくつかの実施
形態において、フリーフォームレンズは、空間位相変調器を含む。複数の実施形態は、光
プロジェクタ、光を投射する方法、光プロジェクタのコンポーネント、及び、説明される
方法を実装するための機械可読命令を含む有形媒体を提供する。
【背景技術】
【０００３】
　光のパターンを投射することが所望の用途が、多く存在する。これらは、ディスプレイ
（例えば、映画プロジェクタ、コンピュータディスプレイ、テレビ、例えば、ビルボード
、仮想現実表示等の広告表示）、建築照明、自動車照明（例えば、ヘッドライト、走行灯
）及び特殊効果照明（例えば、劇場のステージ照明、コンサート用照明）を含む。
【０００４】
　１つの技術的課題は、高輝度を実現可能なディスプレイを提供することである。高輝度
は、高い動的範囲を有する光パターンを投射する、及び／又は、例えば様々な周囲照明条
件で視認可能な光パターンを投射するために利用可能である。高輝度を実現する多数の現
在の表示技術には、望ましくない程に高い電力消費を伴う。
【０００５】
　撮像システムにおいて光誘導を用いる主な動機は、フルスクリーンホワイト（ＦＳＷ）
をはるかに上回るピーク輝度レベルが実現可能なことである。これは、暗エリアから取り
出された光が、より高輝度を要求するエリアに再分配（誘導）され得ることから可能であ
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る。光誘導の他の結果は、より暗いブラックレベルにも到達可能である。画像においてハ
イライト及びブラックレベルを拡大することによって、より広範囲な光レベル（「増加コ
ントラスト」）が同時に表示可能となる。
【０００６】
　光は、フリーフォームレンジングによって誘導可能である。光を誘導して所望の光パタ
ーンを提供するフリーフォームレンズの構成を決定することは、非常に単純な光パターン
でなければ演算的に難しい。演算コーステックは、屈折及び／又は反射型の光学レイヤが
光分布にどのような影響を与えるかということに関する研究分野である。
【０００７】
　演算コーステックへのいくつかのアプローチは、平面、二次又はガウスパッチのような
予め規定された離散プリミティブの構成を決定することを含む。予め規定されたプリミテ
ィブに基づく方法は、プリミティブが互換的な態様で満たさない場合、エッジ効果の影響
を受けることが多い。 
【０００８】
　いくつかの代替的なアプローチは、最適な伝送を適用する。最適な伝送は、ユーザ固有
のコスト関数が最小化されるように、ソースからターゲットへの分配をマッピングしよう
とする。最適な伝送は、オペレーションリサーチ及びメッシュ処理のように多様なエリア
に適用されてきた。最適な伝送の定式化は、レンズ面におけるソースの強度分布から画像
面におけるターゲットの分布へのマッピングを決定するために用いられる。このアプロー
チは、高コントラスト及び非常に良好な画像品質を実現可能であるが、高い演算コストを
伴う。典型的な画像は、演算に何時間も必要とすることがある。さらに、演算は、並列化
が困難である。
【０００９】
　所望の光フィールドを形成可能な光プロジェクタが、今なお必要とされている。演算効
率の良い所望の光フィールドを生成し、かつ、所望の光フィールドの品質をさらに再現す
る態様が特に必要とされている。エネルギー効率の良い光照射野を再現する方法及び装置
も、求められている。
【発明の概要】
【００１０】
　本発明は、多数の態様を有する。いくつかの態様は、光プロジェクタを提供する。いく
つかの態様は、所望の光フィールド（画像を含んでよい。いくつかの実施形態において、
画像は、ビデオフレームであってよい）に対応するフリーフォーム光学機器（空間位相変
調器を備えてよい）を生成する方法を提供する。いくつかの態様は、対応するフリーフォ
ームレンズの構成を生成する光照射野を特定するデータ処理方法を提供する。
【００１１】
　本発明は、フリーフォームレンジングにさらに関する。フリーフォームレンジングは、
カスタマイズされた光学レイヤを用いてソースからの光を再分配することによって、所望
の光フィールドを生成することを含む。本発明の実施形態は、フリーフォームレンズを備
える光プロジェクタと、規定された光照射野を投射する方法と、フリーフォームレンズの
構成を生成すべく、所望の光パターンを定義するデータ処理方法及び装置とを提供する。
複数の例示的な実施形態において、光学レイヤは、カスタマイズされた屈折及び／又は反
射型の素子又は位相変調器を含む。「演算コーステック」が、関連分野である。
【００１２】
　１つの例示的態様は、画像データによって定義される画像を表示すべく、位相変調器を
制御する方法を提供する。方法は、２次元位相変調器上で重複しない複数のソース領域を
定義し、かつ、表示面において複数の表示領域を定義する段階であって、複数のソース領
域の各々は、境界及びソースエリアを有し、かつ、複数の表示領域のうち対応する表示領
域に関連付けられ、複数の表示領域の各々は、対応する表示領域エリアを有する、段階と
、画像データに基づいて、複数の表示領域の各々にターゲット光強度値を割り当てる段階
と、対応する複数のソース領域の複数のソースエリアに対する複数の表示領域の複数の表
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示エリアの比率が、対応する表示領域に割り当てられるターゲット光強度値に対する複数
のソース領域の複数のソース光強度値の比率に比例するように、複数のソース領域の構成
、複数の表示領域の構成、又は複数のソース領域及び複数の表示領域の両方の構成を調整
する段階と、複数のソースエリアの各々に位相面を生成する段階であって、位相面は、ソ
ースエリアに入射する光を対応する表示エリアに方向変更するように構成される、段階と
、複数のソース領域に複数の位相面を提供するように位相変調器を制御し、複数のソース
強度値に従って、複数のソース領域に入射光を照射する段階と、を備える。
【００１３】
　他の例示的態様は、画像データによって定義される画像を表示するために有用なフリー
フォームレンズ構成を生成する方法を提供する。方法は、重複しない複数のソース領域を
含む２次元光源のモデルを提供する段階を備える。複数のソース領域の各々は、境界、対
応するソース光強度値及びソースエリアを有する。複数のソース領域の各々は、ディスプ
レイの対応する表示領域に関連付けられる。複数の表示領域の各々は、ターゲットエリア
を有する。方法は、画像データに基づいて、複数の表示領域の各々に光強度値を割り当て
る段階に進む。方法は、対応する表示領域の表示エリアに対する複数のソース領域のター
ゲットソースエリアの比率が、ソース領域のソース光強度値に対する、対応する表示領域
に割り当てられる光強度値の比率に比例するように、複数のソース領域の各々にターゲッ
トソースエリアを設定する。方法は、複数のソース領域に対応する複数のターゲットソー
スエリアから、複数のソース領域の面積の集合偏差を定量化する目的関数を最も良く満た
す複数のソース領域の境界の構成を決定するように最適化を実行する。最適化の後の複数
のソース領域の境界の構成に基づいて、方法は、複数のソース領域の各々の法線ベクトル
を決定し、位相を２次元の位置に関連付ける解の位相関数を生成するように、複数の法線
ベクトルを統合する。位相変調器がフリーフォームレンズに解の位相関数を提供するため
に用いられることは、位相変調器を駆動するために適用されてよい。
【００１４】
　いくつかの実施形態において、複数のソース領域は、複数のソース頂点の間に延びる複
数の線によって定義される重複しない複数のソースタイルを含む。複数のソース頂点の各
々は、位置を有する。いくつかの実施形態において、表示タイルは、複数の表示頂点の間
に延びる線によって定義される。
【００１５】
　いくつかの実施形態において、複数のソースタイル及び複数の表示タイルは、三角形で
ある。最適化は、複数のソース頂点のために最適化された位置を決定してよい。
【００１６】
　いくつかの実施形態において、複数のソース頂点に対して複数の法線ベクトルを決定す
る段階は、複数の表示頂点のうち対応するものに対する複数のソース頂点の面内変位に基
づく。
【００１７】
　いくつかの実施形態において、最適化を実行する段階は、限定的なメモリＢｒｏｙｄｅ
ｎ－Ｆｌｅｔｃｈｅｒ－Ｇｏｌｄｆａｒｂ－Ｓｈａｎｎｏアルゴリズムを適用する段階を
含む。いくつかの実施形態は、一連のイタレーションにおいて、次第にスケールを細かく
して最適化を実行し、これにより、各イタレーションにおいて、ソース頂点及び表示頂点
の数を増加させ、直前のイタレーションに対する複数の頂点の位置が、現在のイタレーシ
ョンの複数の初期構成として用いられる段階を備える。
【００１８】
　さらなる態様及び例示的な実施形態が、添付図面に示され、及び／又は以下の説明にお
いて説明される。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
　添付図面は、本発明の実施形態の非限定的な例を示す。
【００２０】
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【図１】例示的な光プロジェクタの模式図である。公知の入射光分布（必ずしも均一では
ないことがある）は、まず誘導され、次に振幅変調される。振幅変調は、空間光変調器に
よって提供されてよい。図１の実施形態は、透過素子を用いたプロジェクタを示す。他の
（例えば、反射型）光誘導素子及び／又は振幅変調器を適用した実装が可能である。
【００２１】
【図２】図２（ａ）及び２（ｂ）は、フリースペースの実装を模式的に示す。光は、空間
位相変調器（例えば、ＨＯＬＯＥＹＥ（商標）ＬＥＴＯシリーズの位相専用変調器が、い
くつかの実施形態において用いられる）に、公知の分布（均一なことがある）で入射する
。位相変調後、光は、空間光変調器（ＳＬＭ）に続く。一実装において、空間位相変調器
の異なる領域は、異なるサイズであってよく、ＳＬＭ上の領域は、同じサイズであってよ
い。これにより、ＳＬＭのそれぞれの領域の各々において、光強度の変更が可能となる。
光路における各工程についての強度分布が図示される。空間位相変調器及びＳＬＭはこの
図では同じサイズに見えるが、これは要件ではない。
【００２２】
【図３】複数の統合ロッドが用いられる例示的な実装を示す。空間位相変調器の各領域か
らの誘導光は、統合ロッドのアレイにおいて、統合ロッドの中心にフォーカスされる。光
路における各工程についての例示的な強度分布が図示される。この光は最終的なクリーン
アップのためにＳＬＭに中継される。係数αは、空間位相変調器からの光を各統合ロッド
にフォーカスさせた結果であり、概ね出力保存の度合いを示すものである。
【００２３】
【図４】ＳＮＳアルゴリズムの例示的なシフト及びスケール、ならびに物理的システムへ
のその組み込みのフローを示す図である。ターゲット画像は二分割され、本例において、
２つの分割部分において必要とされる強度は、１５（左）及び５（右）（任意の輝度単位
）であることがわかる。これにより、空間位相変調器が２つの領域に分割され、左側の面
積は右側の３倍である。空間位相変調器に入射する光は、次に、ＳＬＭ上の２つの同じサ
イズの領域に誘導される。
【００２４】
【図５】傾斜した放物レンズの例を示す。空間位相変調器の領域は、このようなレンズを
提供するように構成されてよい。レンズの構成は、レンズが光を誘導するＳＬＭ上の対応
領域の位置及びサイズに応じて制御されてよい。
【００２５】
【図６Ａ】フリースペースの実装のために空間位相変調器上に実装可能なレンズの形状を
示唆する図（縮尺通りではない）である。空間位相変調器領域のサイズは、ＳＮＳアルゴ
リズムによって決定されてよい。空間位相変調器の各領域の焦点が図示される。領域１に
対するＬＥＴＯ－ＳＬＭアセンブリの焦点は右に、領域２に対するＬＥＴＯ－ＳＬＭアセ
ンブリの焦点は左に示される。
【００２６】
【図６Ｂ】統合ロッド実装のための空間位相変調器（例えば、ＬＥＴＯ）上に実装可能な
レンズの形状を示唆する図（縮尺通りではない）である。空間光変調器の領域のサイズは
、ＳＮＳアルゴリズムによって決定されてよい。図は、縮尺通りではない。
【００２７】
【図７Ａ】異なる表示領域に対して所望の輝度レベルを決定する画像データの処理を示す
。
【図７Ｂ】異なる表示領域に対して所望の輝度レベルを決定する画像データの処理を示す
。
【図７Ｃ】異なる表示領域に対して所望の輝度レベルを決定する画像データの処理を示す
。８×１６分割されたマリリンの画像である。図７Ａは、８×１６ゾーンが重ね合わせら
れた完全な画像を示す。図７Ｂは、ｘにおける第１回目の二分割であり、結果的に得られ
た中間輝度レベルを有する状態を示す。図７Ｃは、図７Ｂにおいて算出及び図示された２
つの分割部分の各々に対する、ｙにおける第２回目の二分割を示す。
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【００２８】
【図８】図７Ａに示されるマリリンの画像に対して算出されたレンズの８×１６ゾーンの
セットを示す。右側の単位は、ｍｍで示される。
【００２９】
【図９】図８において算出された、光の波長ラムダ（この具体例においては６３８ｎｍ）
の倍数にラップされたレンズを示す。右側の単位（ＲＨＳ）は、ラムダの倍数で示される
。この数学的な修正オペレーションｍｏｄ（ｐｈａｓｅ－ｐａｔｔｅｒｎ，ｌａｍｂｄａ
）は、位相ラップとしても知られる。
【００３０】
【図１０】算出されたＳＮＳ導出レンズの（理想的な）出力である。
【００３１】
【図１１】変調器面における異なる領域又はセグメントからの光（これらは、ソース領域
と称されることがある）が、ターゲット面における対応領域又はセグメント（これらは、
表示領域と称されることがある）に向けてこれをスケーリング及びシフトすることによっ
て、どのように再分配されるかを示す。
【００３２】
【図１２】各々が対応領域を有する変調器面及びターゲット画像面、ならびに数学的導出
に用いられるポイントアレイを示す図である。いくつかの実施形態において、ポイントア
レイは、各ポイントが変調器面における空間位相変調器の画素と対応するように構築され
る。
【００３３】
【図１３】変調器面のポイントアレイと対応するターゲット画像面のポイントアレイとの
間の光路長を示す図である。
【００３４】
【図１４】実施形態に係る変調器面のポイントアレイと対応するターゲット画像面のポイ
ントアレイとの間の光路長を示す図である。経路長プロファイルは、ソース領域における
ポイントを、対応する表示領域と関連付けられた仮想放物線における複数のポイントから
分離する距離からなる。
【００３５】
【図１５】例示的な物理的レンズの図である。光は、光学軸に沿って入射し、レンズ裏面
に入射した後、偏光することなく透過し、次に、レンズ表面で屈折し、光学軸に対して角
度θ１をなす。次に、光学軸に対する透過角度θｔが、スネルの法則によって付与される
。
【００３６】
【図１６Ａ】パディング効果を示す画像のセットである。
【図１６Ｂ】パディング効果を示す画像のセットである。
【図１６Ｃ】パディング効果を示す画像のセットである。正しくパディングされていない
画像は、フーリエ変換における周期性仮定により、境界歪みを有することが多い。ターゲ
ットを中心にミラーリングされたパディングの結果、周期性を有する画像が生成される。
これにより、境界歪みが減少するが、コントラストが減少する。
【００３７】
【図１７Ａ】画像品質において平滑性パラメータを変化させた効果を示す。
【図１７Ｂ】画像品質において平滑性パラメータを変化させた効果を示す。
【図１７Ｃ】画像品質において平滑性パラメータを変化させた効果を示す。
【図１７Ｄ】画像品質において平滑性パラメータを変化させた効果を示す。平滑性パラメ
ータを減少させた結果、コントラストを大幅に増加させることができるが、知覚可能なコ
ースティックアーティファクトをも生成することがある。
【００３８】
【図１８Ａ】正規化の効果を示す。
【図１８Ｂ】正規化の効果を示す。
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【図１８Ｃ】正規化の効果を示す。
【図１８Ｄ】正規化の効果を示す。図１８Ａ及び１８Ｂは、回転正規化（加重１．０）が
ある場合及びない場合に演算されたエリアベースのパラメータ化のポイント位置である。
図１８Ｃ及び１８Ｄは、結果的に得られた出力画像である。回転正規化を組み込むことは
、せん断歪みを減少させる一助となり、変位をもたらす。
【００３９】
【図１９Ａ】マリリンの画像のポイント位置の例示的なマッピングを示す。マリリンの顔
及び髪がレンズ面のほぼ全体にマッピングされ、低強度領域を大きく圧縮する。高圧縮に
も関わらず、マッピングされた四角形のほぼ大部分は凸であり、全単射パラメータ化を示
す。結果的に生成された画像における局所的なコントラストは、隣接する複数の四角形の
面積比率によって決定される。
【図１９Ｂ】マリリンの目に対応する図１９Ａの拡大部分である。
【００４０】
【図２０Ａ】フリーフォームレンジングのために、フーリエ近軸（図２０Ａ）とエリアパ
ラメータ化アプローチ（図２０Ｂ）とを比較するアインシュタインの画像である。
【図２０Ｂ】フリーフォームレンジングのために、フーリエ近軸（図２０Ａ）とエリアパ
ラメータ化アプローチ（図２０Ｂ）とを比較するアインシュタインの画像である。
【図２０Ｃ】フリーフォームレンジングのために、フーリエ近軸（図２０Ａ）とエリアパ
ラメータ化アプローチ（図２０Ｂ）とを比較するアインシュタインの画像である。エリア
パラメータ化画像は、ガンマ指数３．０を用いる。図２０Ｃは、ターゲット画像である。
【００４１】
【図２１Ａ】基準枠の画像に対するフーリエ近軸（図２１Ａ）及びエリアパラメータ化（
図２１Ｂ）アプローチを比較する画像である。
【図２１Ｂ】基準枠の画像に対するフーリエ近軸（図２１Ａ）及びエリアパラメータ化（
図２１Ｂ）アプローチを比較する画像である。
【図２１Ｃ】基準枠の画像に対するフーリエ近軸（図２１Ａ）及びエリアパラメータ化（
図２１Ｂ）アプローチを比較する画像である。図２１Ｃは、ターゲットである。
【００４２】
【図２２Ａ】レナの画像に対するフーリエ近軸（図２２Ａ）及びエリアパラメータ化（図
２２Ｂ）アプローチを比較する画像である。
【図２２Ｂ】レナの画像に対するフーリエ近軸（図２２Ａ）及びエリアパラメータ化（図
２２Ｂ）アプローチを比較する画像である。
【図２２Ｃ】レナの画像に対するフーリエ近軸（図２２Ａ）及びエリアパラメータ化（図
２２Ｂ）アプローチを比較する画像である。図２２Ｃは、ターゲットである。
【００４３】
【図２３Ａ】マリリンの画像に対するフーリエ近軸（図２３Ａ）及びエリアパラメータ化
（図２３Ｂ）アプローチを比較する画像である。
【図２３Ｂ】マリリンの画像に対するフーリエ近軸（図２３Ａ）及びエリアパラメータ化
（図２３Ｂ）アプローチを比較する画像である。
【図２３Ｃ】マリリンの画像に対するフーリエ近軸（図２３Ａ）及びエリアパラメータ化
（図２３Ｂ）アプローチを比較する画像である。図２３Ｃは、ターゲットである。
【００４４】
【図２４Ａ】「戦士」の画像に対するフーリエ近軸（図２４Ａ）及びエリアパラメータ化
（図２４Ｂ）アプローチを比較する画像である。
【図２４Ｂ】「戦士」の画像に対するフーリエ近軸（図２４Ａ）及びエリアパラメータ化
（図２４Ｂ）アプローチを比較する画像である。
【図２４Ｃ】「戦士」の画像に対するフーリエ近軸（図２４Ａ）及びエリアパラメータ化
（図２４Ｂ）アプローチを比較する画像である。図２４Ｃは、ターゲットである。
【００４５】
【図２５Ａ】図２５Ｅに示されるマリリンの画像に対するエリアパラメータ化のスケーリ
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ングの効果を示す。
【図２５Ｂ】図２５Ｅに示されるマリリンの画像に対するエリアパラメータ化のスケーリ
ングの効果を示す。
【図２５Ｃ】図２５Ｅに示されるマリリンの画像に対するエリアパラメータ化のスケーリ
ングの効果を示す。
【図２５Ｄ】図２５Ｅに示されるマリリンの画像に対するエリアパラメータ化のスケーリ
ングの効果を示す。
【図２５Ｅ】ターゲットである。解像度の増加により、大きく引き延ばされた領域におけ
るアーティファクトが減少し、空間的に適応的な離散化が有益となり得ることを示してい
る。
【００４６】
【図２６Ａ】図２６Ｅに示されるアインシュタインの画像に対するエリアパラメータ化の
結果における回転正規化の効果を示す。
【図２６Ｂ】図２６Ｅに示されるアインシュタインの画像に対するエリアパラメータ化の
結果における回転正規化の効果を示す。
【図２６Ｃ】図２６Ｅに示されるアインシュタインの画像に対するエリアパラメータ化の
結果における回転正規化の効果を示す。
【図２６Ｄ】図２６Ｅに示されるアインシュタインの画像に対するエリアパラメータ化の
結果における回転正規化の効果を示す。
【図２６Ｅ】ターゲットである。回転正規化器に対する加重を増加させた結果、アーティ
ファクトの延び及びせん断を減少させるがコントラストを減少させる、より統合可能な変
位が生じた。典型値は、１０．０である。
【００４７】
【図２７Ａ】図２７Ｅに示されるマリリンの画像に対するエリアパラメータ化の結果にお
いて平滑性パラメータを変化させた効果を示す。
【図２７Ｂ】図２７Ｅに示されるマリリンの画像に対するエリアパラメータ化の結果にお
いて平滑性パラメータを変化させた効果を示す。
【図２７Ｃ】図２７Ｅに示されるマリリンの画像に対するエリアパラメータ化の結果にお
いて平滑性パラメータを変化させた効果を示す。
【図２７Ｄ】図２７Ｅに示されるマリリンの画像に対するエリアパラメータ化の結果にお
いて平滑性パラメータを変化させた効果を示す。
【図２７Ｅ】ターゲットである。平滑性パラメータの値が低い結果、コントラストはより
高いが、アーティファクトがより目立つ。平滑性パラメータの値を高くすることにより、
コントラストが減少するが、アーティファクトを抑制する一助となる。典型値は、０．０
５である。
【００４８】
【図２８Ａ】図２８Ｅに示されるアインシュタインの画像に対するエリアパラメータ化の
結果において最小面積を変化させた効果を示す。
【図２８Ｂ】図２８Ｅに示されるアインシュタインの画像に対するエリアパラメータ化の
結果において最小面積を変化させた効果を示す。
【図２８Ｃ】図２８Ｅに示されるアインシュタインの画像に対するエリアパラメータ化の
結果において最小面積を変化させた効果を示す。
【図２８Ｄ】図２８Ｅに示されるアインシュタインの画像に対するエリアパラメータ化の
結果において最小面積を変化させた効果を示す。
【図２８Ｅ】ターゲットである。このパラメータは、最適化によってターゲットとされた
最小面積におけるハードフロアとして作用する。設定が低過ぎる場合、低品質画像である
が、優れたコントラストがもたらされる。設定が高過ぎる場合、有効な光の再分配を防げ
ることとなる。典型値は、０．０５である。
【００４９】
【図２９Ａ】ターゲットである。
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【図２９Ｂ】図２９Ａのレナの画像に対して、場面内コントラスト６７：１、ピーク明度
２．９倍ＦＳＷの近軸デブラ画像である。
【図２９Ｃ】図２９Ａのレナの画像に対して、場面内コントラスト１０６：１、ピーク明
度２．８倍ＦＳＷのエリアパラメータ化画像である。
【００５０】
【図３０Ａ】ターゲットである。
【図３０Ｂ】図３０Ａのマリリンの画像に対する場面内コントラスト１７３：１、ピーク
明度１０．０倍ＦＳＷの近軸デブラ画像である。
【図３０Ｃ】図３０Ａのマリリンの画像に対する場面内コントラスト５８２：１、ピーク
明度１１．９２倍ＦＳＷのエリアパラメータ化画像である。
【００５１】
【図３１Ａ】ターゲットである。
【図３１Ｂ】図３１Ａに示される「基準枠」の画像に対する場面内コントラスト１０１：
１、ピーク明度４倍ＦＳＷの近軸デブラ画像である。
【図３１Ｃ】図３１Ａに示される「基準枠」の画像に対する場面内コントラスト３７７：
１、ピーク明度６．２倍ＦＳＷのエリアパラメータ化画像である。
【００５２】
【図３２Ａ】ターゲットである。
【図３２Ｂ】図３２Ａに示されるアインシュタインの画像に対する場面内コントラスト１
０４：１、ピーク明度８．１倍ＦＳＷの近軸デブラ画像である。
【図３２Ｃ】図３２Ａに示されるアインシュタインの画像に対する場面内コントラスト７
５９：１、ピーク明度１３．１５倍ＦＳＷのエリアパラメータ化画像である。
【００５３】
【図３３Ａ】エリアパラメータ化及び近軸デブラ方法を同じカメラ設定と比較する広帯域
照射を有するプロトタイププロジェクタ（ＬＥＴＯ）の写真である。
【図３３Ｂ】エリアパラメータ化及び近軸デブラ方法を同じカメラ設定と比較する広帯域
照射を有するプロトタイププロジェクタ（ＬＥＴＯ）の写真である。
【図３３Ｃ】エリアパラメータ化及び近軸デブラ方法を同じカメラ設定と比較する広帯域
照射を有するプロトタイププロジェクタ（ＬＥＴＯ）の写真である。
【図３３Ｄ】エリアパラメータ化及び近軸デブラ方法を同じカメラ設定と比較する広帯域
照射を有するプロトタイププロジェクタ（ＬＥＴＯ）の写真である。
【図３３Ｅ】エリアパラメータ化及び近軸デブラ方法を同じカメラ設定と比較する広帯域
照射を有するプロトタイププロジェクタ（ＬＥＴＯ）の写真である。
【図３３Ｆ】エリアパラメータ化及び近軸デブラ方法を同じカメラ設定と比較する広帯域
照射を有するプロトタイププロジェクタ（ＬＥＴＯ）の写真である。
【図３３Ｇ】エリアパラメータ化及び近軸デブラ方法を同じカメラ設定と比較する広帯域
照射を有するプロトタイププロジェクタ（ＬＥＴＯ）の写真である。
【図３３Ｈ】エリアパラメータ化及び近軸デブラ方法を同じカメラ設定と比較する広帯域
照射を有するプロトタイププロジェクタ（ＬＥＴＯ）の写真である。
【００５４】
【図３４Ａ】広帯域照射を有するプロトタイププロジェクタ（ＬＥＴＯ）の写真である。
【図３４Ｂ】広帯域照射を有するプロトタイププロジェクタ（ＬＥＴＯ）の写真である。
【図３４Ｃ】広帯域照射を有するプロトタイププロジェクタ（ＬＥＴＯ）の写真である。
【図３４Ｄ】広帯域照射を有するプロトタイププロジェクタ（ＬＥＴＯ）の写真である。
【００５５】
【図３５Ａ】ターゲットである。
【図３５Ｂ】図３５Ａの「アベンジャーズ」の画像の実験的キャプチャであり、場面内コ
ントラスト１０２５：１、ピーク明度８．８４倍ＦＳＷである。
【００５６】
【図３６Ａ】ターゲットである。
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【図３６Ｂ】図３６Ａの「ろうそく」の画像の実験的キャプチャであり、場面内コントラ
スト６９７：１、ピーク明度９．８５倍ＦＳＷである。
【００５７】
【図３７Ａ】ターゲットである。
【図３７Ｂ】図３７Ａの「Ｆ１」の画像の実験的キャプチャであり、場面内コントラスト
３０１：１、ピーク明度６．１８倍ＦＳＷである。
【００５８】
【図３８Ａ】ターゲットである。
【図３８Ｂ】図３８Ａの「雲」の画像の実験的キャプチャであり、場面内コントラスト６
９７：１、ピーク明度７．４２倍ＦＳＷである。
【００５９】
【図３９Ａ】ターゲットである。
【図３９Ｂ】図３９Ａの「宇宙」の画像の実験的キャプチャであり、場面内コントラスト
９３５：１、ピーク明度１６．２倍ＦＳＷである。
【００６０】
【図４０】ソース領域とターゲット領域との間のマッピングを模式的に示す。
【００６１】
【図４１】例示的な実施形態に係る装置を示すブロック図である。
【００６２】
【図４２】例示的な実施形態に係るプロジェクタを示すブロック図である。
【００６３】
【図４３Ａ】例示的な実施形態に係る方法を示すフローチャートである。
【図４３Ｂ】例示的な実施形態に係る方法を示すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００６４】
　以下の説明の全体にわたり、本発明をより十分に理解せしめるべく、具体的な詳細が示
される。しかしながら、これらの詳細がなくても、本発明は実施可能である。複数の他の
例において、本発明を不必要に不明瞭にすることを避けるべく、周知の要素は詳細には示
されず、又は説明されていない。従って、本明細書及び図面は、限定的な意味ではなく、
例示的な意味でとらえられるべきである。
【００６５】
　本文献は、所望の光パターンを投射するフリーフォームレンズを構成する光プロジェク
タ及び方法の様々な実施形態を説明する。いくつかの実施形態は、フリーフォームレンズ
（いくつかの実施形態において、空間位相変調器によって提供される）を備える光誘導ス
テージを、空間位相変調器の位相と組み合わせる。
【００６６】
　いくつかの実施形態において、光誘導位相の構成は、フリーフォームレンズにおけるソ
ース領域を投射された光パターンの表示領域と関連付ける段階を備える方法によって到達
される。表示領域における所望の光強度は、表示領域及びこれらの対応ソース領域の相対
的面積を変化させることによって調整される。ソース及び表示領域の相対的面積は、ソー
ス領域の面積を変化させることによって、表示領域の面積を変化させることによって、又
はソース領域の面積及び表示領域の面積の両方を変化させることによって、変更されてよ
い。フリーフォームレンズは、各ソース領域が光を対応する表示領域に方向付けるように
構成されてよい。いくつかの実施形態において、各ソース領域によってターゲット画像面
に投射される光の９０％又は９５％又はそれより多くが、対応する表示領域の範囲内に収
まる。いくつかの実施形態において、フリーフォームレンズの照射強度は、所望の光パタ
ーンの平均的又は代表的な輝度に基づいて制御される。いくつかの実施形態において、空
間位相変調器ステージは、フリーフォームレンズの上流及び下流の一方又は両方に提供さ
れる。上流ＳＬＭは、ソース領域において輝度を変化させてよい。下流ＳＬＭは、ターゲ
ット画像面を照射する光をさらに変調させてよい。下流ＳＬＭは、いくつかの実施形態に
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おいて、表示領域の解像度より精細な空間解像度を有してよい。
【００６７】
　以下の説明は、所望の光パターンを定義する画像データに応じてフリーフォームレンズ
を構成する様々な態様を説明する。「シフト及びスケーリング」（ＳＮＳ）は、いくつか
の実施形態において、位相遅延撮像チップと併せて用いられた場合に光誘導を可能とする
手順型の順方向専用アルゴリズムである。ＳＮＳは、いくつかの実施形態において、エッ
ジ効果を回避又は減少可能であるという利点を有する。いくつかの実施形態は、フリーフ
ォームレンズを構成するために利用可能な、平面、二次又はガウスパッチのような予め規
定された離散プリミティブの構成を決定する段階を含む演算コーステック方法を用いる。
【００６８】
　図１は、画像をより効率的に形成すべく、光誘導を入射光分布の振幅変調と組み合わせ
た光プロジェクタを示す基本的な図である。 
【００６９】
　本文献は、光が位相変調撮像チップ、例えば、ＬＣｏＳベースの位相変調マイクロディ
スプレイによって誘導される光プロジェクタの非限定的かつ例示的な実装を説明する。こ
のようなディスプレイの例は、ＬＥＴＯと称されるＨｏｌｏＥｙｅ　Ｐｈｏｔｏｎｉｃｓ
　ＡＧ（１０８０×１９２０画素及び約６．４マイクロメートル画素ピッチ）によって生
成される。ＬＥＴＯにおいて反射された光は、振幅変調器に入射する。これは、本事例に
おいては、ソニー（商標）のシリコン変調器上液晶（ＬＣｏＳ）であり、空間光変調器（
ＳＬＭ）の非限定的な例である。ＳＬＭからの画像は、次に、投射スクリーンに中継され
る。 
【００７０】
　複数の代替的な実装が、例えば、２つの変調器の順番を逆にすること、すなわち、まず
光を振幅変調し、次に光を誘導することによって可能である。複数の他の可能な実装は、
光の１波長の２分の１までのみ変調する位相変調器（いわゆる「π変調器」）を含む。複
数の他の可能な振幅変調器は、デジタル光プロジェクタ（ＤＬＰ）又はデジタルマイクロ
ミラーデバイス（ＤＭＤ）を含み、これらの例は、テキサスインスツルメンツから入手可
能である。
【００７１】
　システムの一実装は、図２に示されるように、ＬＥＴＯによって直接ＳＬＭに誘導され
る入射光分布を示す。複数の他の実施形態において、適した種類の光学システムが、空間
位相変調器とＳＬＭとの間に提供されてよい。このような光学システムは、例えば、レン
ズ、ミラー、ディフューザ、フリースペース、フィルタ等の１つ又は複数の構成を備えて
よい。
【００７２】
　図２において示唆されるように、誘導は、ＳＬＭに入射する光を予め変調させるために
用いられる。これは、空間位相変調器のいくつかの領域からの光をＳＬＭの対応領域にレ
ンジングすることによって、実現可能である。レンズの実装は、本事例において、ｘ及び
ｙにおいて焦点距離を有する単純な放物レンズであり、その２つの方向においてどれだけ
の増幅が必要かによって導出される。同様に、面における分布をシフトさせるべく、傾斜
が、各領域におけるレンジング解、すなわち、ｘにおける１つ及びｙにおける１つに適用
される。これらの基本的なオペレーションが、「シフト及びスケーリング」（ＳＮＳ）と
いう名称の由来である。
【００７３】
　本システムの代替的な実装は、ＬＥＴＯ上の複数の同じサイズの領域を用いて、ＳＬＭ
上の複数の異なるサイズの領域を照射する。物理的モデルの導出は、好適な実装のための
ものと同様である。
【００７４】
　他の代替的な実装が、図３によって示される。これは、空間位相変調器とＳＬＭとの間
で、統合ロッドのアレイを用いて光が均質化されるプロジェクタを示す。均質化は、例え
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ば、レーザ光線のプロファイルにおける凹凸を平滑にするために有益なことがある。
【００７５】
　異なる統合ロッドからの出力は、異なる振幅を有してよいが、これらの空間分布は、公
知又は概ね公知であるものとする。各領域の焦点距離は概ね同じであり、図３Ａ及び３Ｂ
に示される。複数の異なる領域における焦点距離の小さな差異は、同様の数値的なアパー
チャ又は各統合ロッドからの光の広がりを確実にすることができる。各領域に対するシフ
トは、異なる。
【００７６】
　シフト及びスケーリングアルゴリズム
　多数のアプローチが、空間位相変調器上に適切な位相変調画像を算出するために利用可
能である。１つのアプローチにおいて、空間位相変調器は、いくつかの領域に分割され、
ここで、異なるレンズが、必要な量の倍率及びこれたの領域に対する誘導を提供すべく定
義される。ある意味において、これは、各々が空間位相変調器からの光の領域をＳＬＭに
おける対応領域に１フレームずつシフト及びスケーリングする放物レンズのプログラマブ
ルアレイを有することと同様である。ＳＮＳアルゴリズムの目的は、ターゲット画像の高
速かつ低解像度バージョンを提供することである。結果的に得られた高速の低解像度画像
が具体的な用途に対して十分な解像度を有さない場合、振幅変調器を用いて、スクリーン
上に所望の高解像度ターゲット画像を形成することができるが、過剰の振幅変調が回避可
能なので、光の損失は最小である。
【００７７】
　以下の２つのセクションは、空間位相変調器及びターゲット画像面（いくつかの実施形
態において、ＳＬＭ上にあってよい）の各々を複数のの領域に分割する２つの例示的なケ
ースを説明する。空間位相変調器及びＳＬＭの両方の上で、異なるサイズの領域を用いる
代替的な導出も、可能である。
【００７８】
　アプローチ１：異なるサイズの空間位相変調器領域、等しいサイズのＳＬＭ領域
　ＳＮＳアルゴリズムは、表示されるべき画像を分析し、ターゲット画像の強度要件をエ
リア分配に有効に変換する（これは、いくつかの意味において、メジアンカットアルゴリ
ズムと同様である。ｈｔｔｐ：／／ｅｎ．ｗｉｋｉｐｅｄｉａ．ｏｒｇ／ｗｉｋｉ／Ｍｅ
ｄｉａｎ＿ｃｕｔ参照）。ＳＮＳは、反復的なマルチスケーリングアルゴリズムである。
例示的な実施形態は、画像の右側と左側とを比較し、これに従って、位相変調器上の面積
を、各側の照射要件に合致可能となるように確保することによって開始する。ＳＮＳは、
次に、既に処理された複数の画像領域を繰り返し二分割し、強度要件を面積に再度変換す
る。この処理は、再帰的に繰り返されてよい。１つの二分割段階後の、空間位相変調器（
又は他のフリーフォームレンズ）上のソース領域とＳＬＭ（又は他のターゲット面）上の
表示領域との間の領域対領域マッピングの概略図が、図４に示される。
【００７９】
　各二分割段階の間における「照射要件」を決定する段階は、異なる態様でなされてよい
。例えば、最も厳しい要件は、ターゲット画像の各部分の最大輝度レベルが実現可能とな
ることである。これは、再方向付けのために利用可能な最小光量を残すものであり、従っ
て、最も保守的なアプローチである。領域毎に平均輝度のみを必要とすることにより、各
領域において光レベルの損失が生じ、このアプローチがいくつかの用途において許容可能
たり得るにも関わらず、確実に画像品質の低下をもたらす。代替的に、各領域に対して、
光のいくつかの予め定められた割合を再現することを目標としてよい。これにより、例え
ば、各領域の利用可能な動的範囲を超えるハイライト及び／又はブラックレベルのソフト
クリップによって、領域毎に少量のトーンマッピングのみが要求される。
【００８０】
　要するに、ＳＮＳアプローチは、位相変調器のようなフリーフォームレンズを用いる。
これは、多数の領域に分割され、これらの面積は、どれだけの光をＳＬＭ上の領域の対応
するセットに伝送することを必要とされるかに応じて、全て異なってよい。相対的な領域
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のサイズは、領域毎に誘導及び増幅の量を決定するものである。
【００８１】
　一実装において、各領域に対して必要とされる焦点面内距離及び面内シフトを算出する
ことによって、各レンズの形状が決定される。単純な放物レンズは、以下のとおり定義さ
れてよい。
【数１】

　ここで、（ｆｘ，ｉ，ｆｙ，ｉ）は、第ｉの領域のｘ及びｙにおける焦点距離であり、
（ｍｘ，ｉ，ｍｙ，ｉ）は、当該領域におけるレンズの傾きである。他の複数の実装が可
能である。例えば、入射光分布が位相変調器において反射角で反射するものとして処理し
、光は次の変調器（例えば、ＳＬＭ）又は他のターゲット面に伝送されるものであるとい
う知見から、勾配面が導出可能である。この勾配マップは、空間位相変調器の位相マップ
を形成するように統合されてよい。
【００８２】
　フリーフォームレンズからの光をＳＬＭに中継する２つの例示的態様が上述された。「
フリースペースアプローチ」において、各領域の焦点距離は、対象のソース領域と対応す
る表示領域との間でどれだけの倍率が必要とされるかによって決定される。以下の式によ
り、正しい倍率が確実に得られる。

【数２】

　ここで、Ｄは、フリーフォームレンズ（例えば、空間位相変調器）とＳＬＭとの間の距
離、ａｘ，ｉは、空間位相変調器上のソース領域のｘサイズ、ｂｘ，ｉは、（例えば、Ｓ
ＬＭ上の）対応する表示領域のｘサイズである。これらのパラメータは、図６に示される
。
【００８３】
　代替的な実装において、位相変調器からの光は、統合ロッドのアレイにフォーカスされ
る。この場合、焦点距離の正確な値は、重要性が低い。各ソース領域からの光を全て、統
合ロッドのアレイの入力面にフォーカスさせる、換言すると、ｆ＝Ｄであってよい。当該
セクションで説明されるように、各領域の焦点距離における小さな差異は、統合ロッドの
アレイの出力において、光が同様の広がりを確実に示すように決定されてよい。
【００８４】
　領域毎に結果的に得られたレンズは、図５に示されるものと同様の外観であってよい。
【００８５】
　図６は、光をＳＬＭにフォーカスさせる異なるサイズの２つのレンズの断面を示す。
【００８６】
　ＳＮＳの例示的なプロトタイプの実装は、ターゲット画像を１６のｘゾーンによって８
のｙゾーンに分割する（「ｘ」は画像の水平方向幅、「ｙ」は垂直方向高さ）。画像は、
所望の数の領域が得られるまで、（ｘ、次にｙ、次にｘ…方向に交互に）繰り返し二分割
される。
【００８７】
　図７Ａから７Ｃは、マリリン・モンローの入力画像に対して繰り返される二分割を示す
。ターゲット画像は、１０８０×１９２０（ＨＤ解像度）であるので、８×１６セルの各
々は、１３５×１２０画素の大きさである。
【００８８】
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　図７Ｂにおいて、輝度要件は、画像の左側で５１、右側で４８と示されている。結果と
して、左側（ＬＨＳ）の面積は、空間位相変調器の合計面積の５１／（５１＋４８）とな
り、右側（ＲＨＳ）は空間位相変調器の合計面積の４８／（５１＋４８）となる。この非
対称性に対して、方向変更は殆ど必要なく、少量の追加の光のみがＬＨＳ上に入射するこ
ととなる。左寄りの非対称性ゆえに、ＲＨＳ上に形成されるレンズは、左に向かってわず
かな傾き又は傾斜を有することとなる。
【００８９】
　図７Ｃにおいて、画像のＬＨＳ及びＲＨＳは、さらに二分割される。ＬＨＳの二分割の
結果、上部で５５、下部で４８となる。従って、この画像の左上部の四分円は、左下部の
四分円より多くの光を必要とする。下部レンズの傾きは、わずかに上方向を向く。この処
理は、画像が８×１６サブ領域に分割されるまで、さらなる二分割により、ＲＨＳ等に対
して繰り返される。
【００９０】
　ここで、これらの領域の各々に対して、レンズ形状が算出される。空間位相変調器の複
数の８×１６領域の各々に対する面内焦点距離（ｘ及びｙ）は、式２Ａに従って決定され
る。各レンズの傾きは、複数の空間位相変調器領域及びＳＬＭ上の複数の対応する表示領
域の中心座標によって決定される。これらのポイントを、空間位相変調器上の第ｉの領域
に対して（ｘ１，ｙ１）ｉ、ＳＬＭ上の第ｉの表示領域に対して（ｘ２，ｙ２）ｉと称す
る。次に、ｘにおけるシフトｍｘ，ｉが、以下の式によって算出される。
【数３】

　同様の式が、ｙ方向における傾斜に対して用いられてよい。複数の８×１６領域の各々
のレンズ形状は、式１Ａに挿入された、導出された焦点距離及び傾きを用いて算出される
。
【００９１】
　完全に二分割された８×１６ゾーンのＳＮＳ処理に対する例示的な結果的に得られたレ
ンズのアレイは、図８及び９に示される。
【００９２】
　図１０は、図９に示されるレンズ画像に対する反射光の算出結果を示す。本例において
、空間位相変調器とＳＬＭとの間の距離は、１７０ｍｍであった。
【００９３】
　図１０に示される空間位相変調器からの誘導光は、ここで、ＳＬＭに中継されてよい。
図１０右側の単位に留意されたい。８×１６ゾーンのみを用いて光を方向変更することに
よって、均一に照射された撮像装置が伝送可能なレベルより上の、４５倍を超えるピーク
輝度レベルに到達可能であることが示される。いくつかの実施形態において、ピーク輝度
レベルは、プロジェクタのフルスクリーンホワイトレベルの３０倍又は４０倍を越える。
【００９４】
　光を誘導することによって、対象の画像に必要とされるレベルより上の光レベルを可能
とすることが完全に可能である。この場合、光源出力のグローバルな低減は、（例えば、
これをパルス幅変調することによって）実装されてよく、又は、光のいくらかは、光除去
器に誘導されてよく、もしくは光のいくらかは、可変アパーチャを通して光をフォーカス
させることによって除去されてよい。
【００９５】
　様々なレンズが満たす（例えば、ソース領域のエッジに沿う）領域は、鋭いエッジ、及
び場合によっては不要なアーティファクトをを除去すべく、平滑化されてよい。単純なロ
ーパスフィルタで十分なことがあり、又は、隣接する領域の間のオフセットが十分な効果
のために最小化されてよい。
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【００９６】
　アプローチ２：等しいサイズのＬＥＴＯ領域、異なるサイズのＳＬＭ領域
　この説明のために、均一な光分布が空間位相変調器面に入射し、変調器面からいくらか
の距離において、ターゲット画像面に方向変更されるものと仮定する。他の入射光分布が
、用いられ、かつ、示されてよい。ＳＬＭは、任意に、ターゲット面に配置されてよいが
、これは、直後の説明にとって重要ではない。
【００９７】
　変調器面に入射する均一な光は、変調器面からいくらかの距離において、ターゲット画
像面に方向変更される。変調器面は、等しい面積を有する複数のセグメント（ソース領域
）に分割される。その各々は、光をターゲット画像面の具体的なセグメント（表示領域）
に方向変更することに関与する（図１１参照）。
【００９８】
　このアプローチの意図は、全体的なターゲット画像に対して、各表示領域において制限
された光学出力部分は、変調器全体に対して各ソース領域において制限された部分と同じ
である。
【００９９】
　複数の表示領域の形状は、所望の画像面の照射プロファイルが適用され、メジアンカッ
トアルゴリズムのようなアルゴリズムを用いて演算されてよい。メジアンカットの例にお
いて、画像全体の光学出力の４分の１を有するターゲット画像面セグメントは、変調器全
体の面積の４分の１を有する変調器面セグメントからの光を方向変更することによって実
現されてよい。
【０１００】
　位相変調器
　変調器上で確立される位相プロファイルは、所望の照射プロファイルを実現させるべく
、ターゲット画像面に光を方向変更するために用いられる。位相プロファイルは、１ソー
ス領域ずつ演算されてよい。ここで、ソース領域に入射する光は、当該ソース領域上の位
相プロファイルによって、対応する表示領域に向けて方向変更される。
【０１０１】
　各ソース領域に対して位相プロファイルを算出することは、変調器面における複数のソ
ース領域及びターゲット面における複数の表示領域の両方を、各領域のそれぞれの位置及
び向きを示す複数のポイントのグリッドとして定義することによって、より容易に実行可
能である。
【０１０２】
　ソース領域又は変調器セグメントにおけるポイントの数の典型的な選択は、位相変調に
利用可能な当該セグメントにおける画素の数である。対応ソース領域及び表示領域の各ペ
アは、それぞれの領域にわたって均一に分散された同じ数のポイントを有する必要があり
、これにより、ソース領域及び表示領域の各ペアに関連する１対１のポイントマップが可
能となる。
【０１０３】
　方向変更
　ソース領域及び対応する表示領域の具体的なペアに関連するポイントマップが与えられ
れば、所望の光の方向変更を実現する位相プロファイルが、多数の異なるアプローチによ
って取得可能である。位相プロファイルと表面プロファイルとの間の関係は、ホイヘンス
・フレネルの原理によって与えられる。位相プロファイルの勾配は、光における位相プロ
ファイルの誘導効果を決定する。位相プロファイルは、（物理的レンズに対する）媒体の
屈折率及び波動光学の支配方程式によって、物理的レンズの表面プロファイルに関連する
。
【０１０４】
　位相プロファイルが光路長の表面プロファイルに関連し得ることは周知であるので、以
下のアプローチは、位相ではなく経路長の観点で説明される。 
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【０１０５】
　１つのアプローチにおいて、変調器セグメントの経路長プロファイルは、セグメントの
ペアにおいて対応するポイントを分離する物理的距離からなる。図１２を参照されたい。
【０１０６】
　図１２を参照すると、変調器面のポイントマップと対応するターゲット画像面のポイン
トマップとの間の光路長が、以下のように表されることが示される。
【数４】

　ここで、Ｍｉは、変調器面における具体的ポイントｉの座標であり、Ｔｉは、ターゲッ
ト画像面において対応するポイントの座標を含み、Ｌｉは、２つのポイントの間のベクト
ルの長さである。
【０１０７】
　複数の他のアプローチにおいて、領域のペアにおけるソース領域及び対応する表示領域
の両方のポイントの中心が、利用される。これらのアプローチのうちの１つにおいて、経
路長プロファイルは、ソース領域（変調器セグメント）における複数のポイントを、表示
領域（ターゲット面セグメント）の中心に配置され、かつ、複数のセグメントの中心を接
続するベクトルに垂直な仮想面における複数のポイントで分離した距離からなる。この距
離に対して用いられる仮想面におけるポイントは、仮想面がセグメントのペアを接続する
線と交差する位置に対応する（図１３参照）。
【０１０８】
　図１３を参照すると、変調器面のポイントマップと対応するターゲット画像面のポイン
トマップとの間の光路長は、以下のように表すことができる。

【数５】

　ここで、
【数６】

　は、セグメントのペアの中心を接続するベクトルであり、
【数７】

　は、変調器面セグメント上のポイントＭｉを対応するターゲット面セグメントの中心ポ
イントであるＴｃと接続するベクトルである。複数のベクトルの間のドット●は、ベクト
ルドット積の一般に用いられる記号を示す。
【０１０９】
　他のアプローチにおいて、経路長プロファイルは、ソース領域（変調器セグメント）に
おける複数のポイントを対応する表示領域（ターゲット面セグメント）の中心を中心とす
る仮想放物線における複数のポイントから分離する距離からなる。この距離に対して用い
られる仮想放物線におけるポイントは、セグメントのペアを接続する線が、仮想放物線の
ポイントをターゲット面セグメントの中心と接続する線と９０度の角度で交差する位置に



(20) JP 6757311 B2 2020.9.16

10

20

30

40

配置されてよい（図１４参照）。
【０１１０】
　図１４を参照すると、変調器面のポイントマップと対応するターゲット画像面のポイン
トマップとの間の光路長は、以下のように表すことができる。
【数８】

【０１１１】
　本発明の他の態様は、構成可能な光学素子（例えば、屈折又は位相変調素子）の構成を
決定する他の例示的な方法を提供する。これは、ソースからの光が構成可能な光学素子と
相互作用する場合に、所望の光フィールドの生成をもたらす。いくつかの実施形態におい
て、構成可能な光学素子は、動的に再構成可能である。このような複数の方法は、高い動
的範囲の投射のための画像データに対応する複数の光照射野を生成するために用いられて
よい。いくつかの実施形態において、画像データは、ビデオデータを含み、ビデオデータ
のフレームを表示する段階は、構成可能な光学素子を構成する段階を含む。いくつかの代
替的な実施形態において、方法は、光源からの光と相互作用することによって、所望の画
像を形成するレンズを提供すべく、固定物理的レンズの構成（例えば、成形、機械加工等
によってレンズを形成するために適用可能な構成）を定義するために適用される。
【０１１２】
　図１５は、光源１６からの光１４と相互作用する、一般化された屈折光学素子１２の例
示的な構成１０を示す。この構成は、一般的なプロジェクタを表す。構成１０は、素子１
２が平面状の背面１２Ａを有し、かつ、光源１４からの光がコリメートされて背面１２Ａ
と垂直に到達する点で単純化されている。これらの条件は、必ずしも必要ではないが、こ
れらは算出を単純化し、素子１２の構成を決定するために適用可能なアルゴリズムについ
て、明確な説明を提供するために有用である。素子１２の構成を生成するために適したア
ルゴリズムは、素子１０の光学システムがより複雑である場合には、当業者に明らかな態
様で修正されてよい。
【０１１３】
　構成１０において、光は光学軸１３と平行に移動してレンズ面１２Ａに到達し、光学軸
１３と垂直な面１２Ａにおいて物理的レンズ１２に入射し、素子１２の遠位面１２Ｂに到
達すると屈折し、その後、光が画像面まで移動する。素子１２の厚みが、大半の目的（「
薄いレンズという仮定」）で無視されてよく、かつ、面１２Ｂの勾配が比較的浅いという
仮定の下で、素子１２の伝送係数は、ほぼ一定である。
【０１１４】
　フレネルの式は、物理的レンズ面が望ましい場合には、撮像モデルとして機能する。こ
れらの式は、入射及び透過角度（θ１及びθ２）を２つの材料の屈折率（ｎ１及びｎ２）
に関連付ける。角度θ１及びθ２は、素子１２の材料から素子１２を取り囲む材料へと向
かう面法線ベクトルＮに対して測定される。入射及び透過角度は、スネルの式によって関
連付けられる。
【数９】

　ここで、入射光線１４は、光学軸１３と平行であり、法線Ｎは、結果的に、軸１３に対
してθ１の向きとなる。光学軸１３に対する透過光線の角度θｔは、θｔ＝θ２－θ１と
なる。この結果、所与の角度θｔを生成するために必要な角度θ１に対して、以下の式と
なる。
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【数１０】

【０１１５】
　光学軸と整合する薄いレンズの場合、

【数１１】

　及び
【数１２】

　を仮定する近軸近似が用いられてよい。この仮定により、前の式は、以下のように単純
化される。
【数１３】

　素子１２が位相変調器に置き換えられる場合、その関係は以下のように単純化される。
【数１４】

【０１１６】
　これらの関係は、レンズ面における物理的屈折又は位相変調器のいずれかによって、入
射光線がどのように偏向するかを決定する。フリーフォームレンジングの目的は、ターゲ
ット画像の明領域において光をフォーカスさせ、暗領域において光をデフォーカスするレ
ンズ又は位相面を決定するために、これらの関係を用いることである。以下のセクション
は、照射された場合に、所望の光フィールドを生成する屈折及び／又は反射型素子及び／
又は位相シフト素子の構成を生成するために利用可能な３つのアプローチを説明する。
【０１１７】
　アプローチ３：近軸デブラの定式化
　近軸デブラの定式化は、計算されるべき問題を大きく単純化する画像形成モデルに近軸
仮定を導入することによって、ソースからターゲットへの光のマッピングを、レンズ面の
演算に結び付ける。
【０１１８】
　このアプローチの利点は、適切に選択された離散素子に依存しない有効な物理的レンズ
を生成する光の再分配が保証されることである。課題は、計算されるべき問題が、条件付
けが不十分な重調和システムであることであり、これは、特に、ＧＰＵ又はＦＰＧＡのよ
うな高度に並列化されたハードウェアに対して、有効に影響及び解決できないほど過剰に
高密度である一方、反復的な方法によりゆっくりと収束する傾向がある。
【０１１９】
　このセクションは、デコンボリューションに基づく代替的なソルバーを紹介する。シス
テムに伴う調整の課題は、課題をフーリエ空間におけるデコンボリューションの問題とし
て計算することによって減少し、その結果、数桁のスピードアップがもたらされる。以下
のセクションは、基本的な近軸モデルを紹介し、次に、フーリエ空間において計算される
代替的な定式化を提示する。
【０１２０】
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　画像形成モデル
　焦点距離ｆで配置される画像面上において、レンズ面上のポイントの画像は、それぞれ
物理的レンズの位相面に対して、以下の複数の式によって与えられる。
【数１５】

【０１２１】
　これらの式は、
【数１６】

　及び
【数１７】

　という近軸仮定を用いる以下の線形式により、近似されてよい。
【数１８】

【０１２２】
　近軸近似を用て、角度θ１は、以下の式を与えるレンズ面又は位相面の勾配ｐ（ｖ）に
さらに関連付けられてよい。

【数１９】

【０１２３】
　公称焦点距離
【数２０】

　を、位相面に対しては、
【数２１】

　又は、物理的レンズに対しては、
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【数２２】

　と定義することによって、これらの２つの式は、単一の式にまとめることが可能である
。　ｖ→ｖ＊のこのマッピングのヤコビアン行列式Ｊは、次に、画像面上の任意のポイン
トにおける倍率を決定する。

【数２３】

【０１２４】
　倍率は、画像面上の明度に反比例する。マッピングｖ→ｖ＊及び上記の式を用いること
は、ポイントｖの画像の強度を関連付ける。すなわち、以下の式となる。
【数２４】

【０１２５】
　これは、続いて、第１次のテイラー級数を介して線形化され、式１における非線形の画
像形成モデルを得ることができる。
【数２５】

【０１２６】
　この画像形成モデルは、ターゲット画像を可能な限り厳密に再現する位相／レンズ面が
求められるという逆の課題として表されることがある。結果的に得られた最適化の課題が
、式２に示される。
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【数２６】

【０１２７】
　式（２）において、Ｉ（．）は、画像データ（画像の各ポイントにおける強度）であり
、ｐ（ｖ）は、光学素子上における位置ｖの関数としての位相であり、Ωは、画像の面積
であり、

【数２７】

　は、公称焦点距離（上述のように定義される）であり、ｐ（ｖ）＊は、解である光学素
子の構成である。
【０１２８】
　式（２）を最小化する関数（ｖ）＊は、ターゲット画像を最もよく近似するレンズ又は
位相面を定義する。
【０１２９】
　計算アルゴリズム
　式（２）によって提供されるこの目的関数は、
【数２８】

　の項により非線形であり、これは、ターゲット画像Ｉのワーピングと解釈することがで
きる。線形モデルを得るべく、このワーピングの線形化が導入されてよい。式２は、次に
、アルゴリズム１において示されるように、反復的な態様で最小化されてよい。
　アルゴリズム１　式（２）の線形化された最適化　近軸コースティック（Ｉ，ｆ）の手
順
　／／位相面を一定値として初期化する。ｐ０（ｖ）←０
　／／イタレーションカウンタを初期化し、計算を開始する。ｋ←０
　一方で、ｋ＜ｋｍａｘ

　／／現在の解によって、ターゲット画像をワーピングする。
【数２９】

　／／現在の解を、式（２）を計算することによって更新する。
【数３０】

　／／イタレーション指標を更新する。ｋ←ｋ＋１
　／／演算されたマッピングを戻す。ｐｋｍａｘ（ｖ）を戻す。
　／／停止
【０１３０】
　アルゴリズム１の各イタレーションにおいて、画素への離散化の後、線形化された最小
二乗問題が計算され、二乗された余りの総和を最小化する。
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【数３１】

　この問題は、市販のソルバー及び当技術分野において現在公知の他のソルバーを用いて
計算可能である。アルゴリズム１は、シミュレーション及び物理的プロトタイプのセット
アップにおいて検証されており、良好な結果を出している。しかしながら、問題は、ラプ
ラス演算子∇２を二乗したことにより、条件付けが不十分である。この理由により、反復
的なソルバーを用いた収束は遅くなることがあり、一方で、システム密度は、直接的なソ
ルバーのメモリを集中化させる。
【０１３１】
　アプローチ４：フーリエドメインにおける解
　周期境界条件に対して、式（２）によって例示される問題は、フーリエ空間においてさ
らに効率的に計算可能である。１つのアプローチは、近接演算子を適用することである。
任意の凸関数に対して、近接演算子ｐｒｏｘγＦ（式３において定義される）は、信頼領
域最適化の一段階と同様に機能する。ここで、Ｆを減少させるが、入力引数ｑから過度に
逸脱しない値ｘが求められる。

【数３２】

【０１３２】
　最小二乗目的
【数３３】

　に対して、結果的に得られる近接演算子が以下に示される。

【数３４】

【０１３３】
　周期境界条件、及びＡが巡回行列であることにより、これは、式４に示されるフーリエ
空間において、極めて効率的に評価可能となる。
【数３５】

【０１３４】
　表記Ｆ及びＦ－１は、順及び逆フーリエ変換を示し、＊は、凸共役を示し、乗算／除算
がポイント毎に実行される。パラメータα＞０は、レンズ曲率におけるＬ２正規化パラメ
ータとして機能する。Ｌ２勾配ペナルティも試されたが、解の品質に不利な効果を有する
ことが判明した。
【０１３５】

【数３６】
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【数３７】

　及びｑ＝ｐｋ（ｖ）を定義することによって、問題はフーリエ空間において反復的に計
算可能となり、その結果がアルゴリズム２となる。
　アルゴリズム２　フーリエ空間における近軸コースティック
　ＰＡＲＡＸＩＡＬＣＡＵＳＴＩＣＳＦＯＵＲＩＥＲ

【数３８】

　の手順
　／／位相面を一定値として初期化する。

【数３９】

　／／イタレーションカウンタ及び一定のパラメータを初期化する。
【数４０】

　ｋ←０
　一方で、ｋ＜ｋｍａｘ

　／／現在の解によって、ターゲット画像をワーピングする。
【数４１】

　／／最小二乗問題の右側を初期化する。

【数４２】

　／／現在の解を、
　／／式４における近接演算子を評価することによって更新する。
　ｐｋ＋１（ｖ）＝ｐｒｏｘγＦ（ｐｋ（ｖ））
　／／イタレーション指標を更新する。　ｋ←ｋ＋１
　／／演算されたマッピングを戻す。
　ｐｋｍａｘ（ｖ）を戻す。
【０１３６】
　フーリエ変換ｐｋ（ｖ）のキャッシュによって、アルゴリズム２は、イタレーション毎
に、１つの画像ワーピング、いくつかのベクトルオペレーション及び１つの順／逆フーリ
エ変換により、実装可能である。これらのオペレーションの全ては、画素毎に、又はスキ
ャンラインオペレーション毎に、高度に並列化可能である。
【０１３７】
　図示されるように、アルゴリズム２は、一般的な近接アルゴリズムである近接点法の非
線形的な変形である。これは、ｘｋ＋１（ｖ）←ｐｒｏｘγＦ（ｘｋ）を評価することに
よって、ｐｒｏｘγＦを再帰的に呼び出すことからなる任意の凸Ｆを最小化するための不
動点アルゴリズムである。
【０１３８】
　デブラの定式化においては、結果的に得られたレンズ／位相面に境界条件を割り当てる
ことは難しい。矩形レンズを矩形画像エリアにマッピングすることが望ましい。しかしな
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がら、フーリエを用いる場合の周期性仮定は、境界付近に深刻な歪みをもたらすことがあ
る。図１６Ａは、このような歪みが、特に、画像の上部及び下部境界の中心部分に沿って
見ることができる例示的な画像である。
【０１３９】
　結果
　アルゴリズム２を用いて得された解に従って形成された物理的レンズに対する結果の選
択が、図２０Ａ、２１Ａ、２２Ａ、２３Ａ及び２４Ａに示される。全てのレンズは、解像
度２５６×１２８、画素ピッチ０．５ｍｍ、１００ｍｍ焦点距離、γ＝１０００及びα＝
２．０で、ミラーリングされたパディングを用いて演算された。２のべき乗以外の入力寸
法による不均一な再スケーリングの結果、焦点距離にわずかな誤りが生じた。全てのレン
ダリングは、１３０ｍｍ焦点距離で、標準的な平滑化及びループ細分割により、Ｂｌｅｎ
ｄｅｒ及びＬｕｘＲｅｎｄｅｒを用いて演算された。全ての画像は、ガンマ２．２で、表
示用にガンマ補正される。各画像の周りの境界は、公称フルスクリーンホワイト値を示す
。演算時間は、画像毎に約１秒であったが、ＧＰＵに対する並列化、パイプライン化及び
ポーティングを介したコード最適化の余地が大きい。
【０１４０】
　アルゴリズム２は、比較的高精度な再現が可能である。光の再分配は、スクリーン寸法
のおよそ１／４に限定される。これにより、いくつかの非常に高コントラストの画像に対
してコントラストを限定することがある。平滑性パラメータαを下げることにより、これ
は改善可能であるが、図１７Ｂ、１７Ｃ及び１７Ｄを比較することによってわかるように
、アーティファクトを生成することがある。
【０１４１】
　アプローチ５：エリアベースのパラメータ化定式化
　ソースからターゲットへのマッピングを決定するための他のアプローチは、エリアベー
スのパラメータ化である。エリアベースのパラメータ化方法は、レンズ又は位相面を複数
のパッチ又は領域に細分割することに基づく。複数のパッチ又は領域は、次に、画像面に
マッピングされる。このアプローチのいくつかの例は、ＵＳ６１／８９３２７０（光照射
野プロジェクタ及び方法）における光照射野プロジェクタ、及びＵＳ６２／０３１２５０
（位相変調撮像を用いた光誘導方法及び装置）に関して説明される。ここで、これらの両
方は、参照により、あらゆる目的で本明細書に組み込まれる。
【０１４２】
　ソースからターゲットへのマッピングは、物理的レンズの場合はフレネルマッピングに
おいて、又は位相変調の場合は位相関数の勾配として、具現化されてよい。どの画像形成
モデルが用いられるかに関わらず、方法は、所望の光パターンを最もよく再現するために
は、レンズ面上のどの領域が画像面における特定の対応領域にマッピングすべきかを決定
するように提供されなければならない。
【０１４３】
　画像面における領域内の光強度は、レンズ面における対応領域のサイズを変化させるこ
とによって制御されてよい。レンズ面における対応領域のサイズを増加させることにより
、画像面の対応領域における光強度が増加する。
【０１４４】
　レンズ面と画像面との間のマッピングを確立する一態様は、レンズ面及び画像面の両方
を、境界を有する複数の領域に分割し、レンズ面の領域と画像面の対応領域との間の対応
を確立することである。例えば、図４０は、境界４２Ｂによって複数のエリア４２Ａに分
割されたレンズ面４２と、境界４４Ｂによって複数のエリア４４Ａに分割された画像面４
４とを模式的に示す。矢印４５によって示されるように、画像面４４の各エリア４４Ａは
、レンズ面４２の対応するエリア４２Ａに対応する。 
【０１４５】
　この点において、必須ではないが便宜上、画像面及びレンズ面は平面であることに留意
されたい。概して、これらの面の一方又は両方は、湾曲していてよい。また、いくつかの
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実施形態においてあることであるが、領域４２Ａと領域４４Ａとの間で、１対１の対応は
必須ではない。例えば、いくつかの実施形態において、２つ又はそれより多くの領域４２
Ａが、１つの領域４４Ａに対応してよい。また、領域４２Ａがレンズ面４２を完全に包含
することは、（概して望ましいが）必須ではない。
【０１４６】
　便宜的には、領域４２Ａは、レンズ面４２をタイル処理し、領域４４Ａは、画像面４４
をタイル処理する。領域４２は、「ソース領域」と称されてよく、領域４４は、「ターゲ
ット領域」と称されてよい。なぜなら、領域４２は、ターゲット光パターンを再現する対
応領域４４を照射する光のソースとして機能するからである。
【０１４７】
　便宜的には、境界４２Ａはパラメータ化され、これにより、境界４２Ｂを定義するパラ
メータを変更することによって、領域４２Ａのサイズが変化可能となる。境界４２Ａ及び
４２Ｂは、いくつかの実施形態において、直線を含む。他の実施形態において、境界４２
Ａ及び／又は４２Ｂは、湾曲している。
【０１４８】
　一態様において、領域４２Ａ及び４４Ａは、三角形の領域を定義する区分線形境界によ
る三角形化によって定義される。このような実施形態において、三角形の境界は、便宜的
には、三角形の頂点の位置によって定義（パラメータ化）されてよい。三角形の頂点の変
位は、そこで、位相関数の勾配に対応し、一方で、三角形の内部領域は、一定曲率の面積
に対応する。このエリアパラメータ化により、マッピングは、レンズ面上の区分一定領域
を、画像面における区分一定領域にマッピングする。
【０１４９】
　アルゴリズムは、画像面のエリア４４Ａにおいて、ターゲット光強度の再現をもたらす
境界４２Ｂの境界構成を見出すために適用されてよい。例えば、画像面のレンズ面におい
て、各三角形内のターゲット強度を再現する三角形の頂点のポイント位置を決定するため
に、適用されてよい。レンズ面が光源によって均一に照射される場合、画像面の領域内に
おける光強度は、レンズ面における対応領域に対する画像面の領域の面積の比率によって
与えられる。以下の例において、レンズ面が均一に照射されると仮定する。しかしながら
、アルゴリズムは、レンズ面の照射の非均一性を考慮して、容易に修正されてよい。
【０１５０】
　例示的な実施形態
　アルゴリズムへの入力は、三角メッシュＭ＝｛Ｔ，Ｖ｝である。ここで、Ｖ＝｛Ｖ１，
…，Ｖｎ｝は頂点のセットである。ここで、
【数４３】

　かつ、Ｔ＝｛Ｔ１，…，Ｔｍ｝である。ここで、
【数４４】

　は、方向付けられた三角形を定義するＶへの整数の指標である。三角形の集合は、空間
の区分線形離散化を定義する。

【数４５】

　ｔｊの符号付きエリアは、そこで、以下のとおりである。
【数４６】
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【０１５１】
　光再分配のパラメータ化の定式化は、ソース面上における頂点の位置のセットＶ＊＝｛
Ｖ１

＊，…，Ｖｎ
＊｝を求め、これにより、

【数４７】

　となる。ここで、Ｉｊは、ソース強度に対するターゲット強度である。ソース強度は、
一定と仮定する。単純には、光源から公知の一定ではない光強度に適応する。いくつかの
実施形態において、ソースは、特定の画像の表示を容易化する一定ではない光強度を提供
するように制御されてよい。例えば、ソースは、画像のより大きい強度に対応する領域に
おいて、より強い強度分布を提供し、画像のより暗領域に対応する領域において、より弱
い強度分布を提供するように制御されてよい。
【０１５２】
　ターゲット強度は差異が大きいことがあるので、この条件は、以下の目的関数によって
表すことができる。

【数４８】

【０１５３】
　ターゲット強度によって正規化することにより、誤差がターゲット画像の明領域又は暗
領域のいずれに対応するかに関わらず、これらの誤差は等しく加重されることが確実とな
る。定数０＜ε＜＜１は、ターゲット強度がちょうどゼロになった場合に、問題を正規化
するように機能する。
【０１５４】
　エネルギー保存は、以下を必要とする（レンズ面からの光を画像面に取り込むどのよう
な光学システムにおいても、損失が生じないと仮定する）。
【数４９】

　従って、画像面に到達する合計光量を、統合ターゲット強度に合致するように調整する
ことが望ましい。これは、ソース強度を予めスケーリングすることによって、例えば、光
源の出力を変調させ、光源からの光を、可変アパーチャを備える、及び／又は、レンズ面
と画像面との間の光路に光変調器を含む光学システムに通すことによって、実現可能であ
る。
【０１５５】
　さらなる物理的制約は、光が減算不可能なことである。従って、負の面積のソース領域
は、物理的な意味をなさない。アルゴリズムは、
【数５０】

　という制約を含んでよく、これは、結果的に得られたパラメータ化が全単射であること
をさらに必要とする。
【０１５６】
　式５の最小化をもたらす頂点の位置Ｖ＊は、高いターゲット強度レベルに対応する三角
形の拡大、及び低いターゲット強度レベルに対応する三角形の縮小をもたらす。結果的に
得られた三角形が正の面積を維持すること以外に、頂点の位置に対する追加の制約は、殆
ど必要ない。
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【０１５７】
　式５を最適化する試みの直接的な結果として、頂点の分散が不十分となることがある。
図１８Ａ及び１８Ｃに、例が示される。ターゲット光照射野（例えば、画像）再現の正確
性は、解の空間を低回転のものに制限する回転正規化を導入することによって、大幅に向
上可能である。例えば、図１８Ｂ及び１８Ｄを図１８Ａ及び１８Ｃと比較する。
【０１５８】
　アプローチ６：アプローチ５に、回転及び平滑性の正規化を追加
　回転正規化器の例は、式６によって定義される。これは、演算メッシュの三角形毎に表
される。
【数５１】

【０１５９】
　入力がテッセレーションされた正規グリッドの形である場合、正規化器は、そのコンポ
ーネントの三角形ではなく、グリッド上の有限差の形で等しく表されてよい。
【０１６０】
　回転正規化を組み込んだ結果、ポイントマッピングにおける歪みが減少する。ポイント
マッピングにおける回転を減少させることにより、有利には、頂点の変位が、平滑で連続
的なレンズ面の勾配によってより良好に近似可能となる結果をももたらす。これは、頂点
の位置が、最終的には、結果的に得られたレンズ又は位相場の勾配を定義するために、位
相の場合は明示的に、又は物理的レンズの場合はフレネルマッピングにより暗示的に適用
されるからである。
【０１６１】
　回転正規化に加えて、いくつかの実施形態は、平滑性正規化器をさらに適用する。式７
は、平滑性正規化器の一例を提供する。
【数５２】

【０１６２】
　回転及び平滑性正規化器の項の両方を組み込んだ例示的な最適化が、式８に示される。
【数５３】

【０１６３】
　式８は、二次の制約を受ける頂点の位置Ｖ＊の非凸四次関数であり、結果的に、最適化
に影響を及ぼす。以下のセクションは、式８の最適解を見出すために利用可能なアプロー
チを説明する。
【０１６４】
　数値計算
　いくつかの実施形態において、式８における回転正規化の対象は、限定的なメモリＢｒ
ｏｙｄｅｎ－Ｆｌｅｔｃｈｅｒ－Ｇｏｌｄｆａｒｂ－Ｓｈａｎｎｏ方法（Ｌ－ＢＦＧＳ）
を用いて計算される。Ｌ－ＢＦＧＳの様々な実装は、公に利用可能である。これらは、Ｃ
プログラミング言語用のｌｉｂＢＦＧＳを含む。
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【０１６５】
　Ｌ－ＢＦＧＳは、目的関数の勾配評価の履歴を用いて逆ヘッセ行列への近似を構築し、
検索方向を演算する。一度検出されると、第２の１Ｄ最適化がこの検索方向に沿って実行
され、近似最小化器を求める。有利には、Ｌ－ＢＦＧＳは、Ｖ＊のあらゆる値に対して、
ヘッセの再評価を必要としない。
【０１６６】
　非負制約Ａ（Ｖ＊，ｔｊ）≧０は、システム行列又はシステム行列又はプリコンディシ
ョナの事前演算を防止する。これらの制約は、各三角形にペナルティ項を導入するログバ
リア方法を用いて実装されてよい。例示的なペナルティ項が、式８に追加可能な式９に示
される。
【数５４】

【０１６７】
　最初に、バリアパラメータμが大きい値に設定され、次第に減少する。例えば、バリア
パラメータは、係数
【数５５】

　によってスケーリングされてよい。係数は、一定であってよい。結果的に得られるペナ
ルティは、元の制約条件
【数５６】

　に対して、急速により正確な近似値となる。
　アルゴリズム３　エリアベースのパラメータ化の数値最適化
　ＡＲＥＡＰＡＲＡＭＥＴＥＲＩＺＡＴＩＯＮＳＯＬＶＥ
【数５７】

　の手順
　／／バリアパラメータを初期化する。
　μ←１
　／／初期マッピングを初期化する。

【数５８】

　一方で、μ＞μｍｉｎ

　／／Ｌ－ＢＦＧＳを介して更新されたマッピングを計算する。
【数５９】

　／／バリアパラメータを調整する。
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　／／演算されたマッピングを戻す。
　Ｖ＊を戻す。
【０１６８】
　多くの場合、ターゲット強度による逆スケーリングによって、反転された三角形は画像
の暗エリアにおいてのみ生じるので、ペナルティは、（例えば、δ＝０を設定することに
よって）完全に省略されてよい。これにより、異なるδ値における複数の最適化は単一の
最適化によって置き換え可能なので、方法のパフォーマンスが大きく改善される。
【０１６９】
　スケール空間における計算
　回転正規化器は、統合可能なものの計算を制限する一助となるが、目的関数はポイント
マッピングの四次関数であるので、式８において、最適化が目的関数の局所的な極小値に
固定される可能がある。これを改善する一助となるべく、最適化は、スケール空間におい
て、粗から精細へと実行されてよい。
【０１７０】
　極小値に固定されることを回避する一助となるべく、式８は、スケール空間において、
粗から精細へと計算される。このための疑似コードが、アルゴリズム４に示される。
　アルゴリズム４　エリアベースのパラメータ化のスケール空間最適化
　ＡＲＥＡＰＡＲＡＭＥＴＥＲＩＺＡＴＩＯＮＲＥＣＵＲＳＩＶＥ（Ｉ，ｋ）
　の手順
　ｗ←ｗｉｄｔｈ（Ｉ）／２ｋ

　ｈ←ｈｅｉｇｈｔ（Ｉ）／２ｋ

　ＩＣ←ＢｌｕｒＡｎｄＤｏｗｎｓａｍｐｌｅ（Ｉ，ｗ，ｈ，σ）
　ｗ＜１０又はｈ＜１０の場合
　／／ベースレベルで、ルートパラメータ化を演算する。
【数６０】

　／／画像ドメインの均一な三角形分割を生成する。
　Ｖ，Ｔ←ＵｎｉｆｏｒｍＭｅｓｈ（ｗ，ｈ）
　／／マッピングポイント位置を最適化する。
　Ｖ＊←ＡｒｅａＰａｒａｍｅｔｅｒｉｚａｔｉｏｎＳｏｌｖｅ（Ｉｃ，Ｖ，Ｔ）
　／／演算されたマッピングを戻す。
　Ｖ＊，Ｔを戻す。
　他
　／／パラメータ化を再帰的に演算し、線形にアップサンプリングする。
　ＶＣ

＊，Ｔｃ←ＡｒｅａＰａｒａｍｅｔｅｒｉｚａｔｉｏｎＲｅｃｕｒｓｉｖｅ（Ｉ，
ｋ＋１）
【数６１】

　／／初期条件として
【数６２】

　を用いて現在のスケールを計算する。
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【数６３】

　／／演算されたマッピングを戻す。
　Ｖ＊，Ｔを戻す。
【０１７１】
　β≠０とすると、アルゴリズム４は、結果的に得られたパラメータ化が全単射であるこ
とを確実にする。これは、三角形が２倍にアップサンプリングされるので、あらゆる細分
化された三角形が単一のソース三角形内に完全に含まれることから、保証される。
【０１７２】
　マルチスケールの手順により、方法は、大きな変位及び低回転を有するポイントマッピ
ングの回復が可能となる。この結果、ポイントの変位フィールドがほぼ統合可能となる。
これは、ポイントの変位を統合し、最終的なレンズ面又は位相関数を演算する場合のコー
ドによって、行先指定されてよい。
【０１７３】
　位相及びレンズ面の生成
　一度パラメータ化が完了すると、ポイントの変位Ｖ－Ｖ＊から物理的レンズ面の生成が
可能となる。ここで、Ｖはターゲット画像面上の点を表し、Ｖ＊は、レンズ面上の点を表
す。これらの変位は、レンズ面上のポイントから画像面への面内オフセットを決定し、結
果的に、レンズ面からマッピングされたポイントへの光学軸に対する角度を決定する。

【数６４】

【数６５】

【０１７４】
　これらの式は、入射光が光学軸に対して平行であり、かつ、光学軸及び出射する光線の
方向を含む面と平行な面において、光学軸に対して測定されるものと仮定する。
【０１７５】
　位相／レンズ面の標準は、結果的に、光学軸及び出射する光線の方向を含む面に対して
平行な面に制約され、光学軸に対して角度θ１をなす。これらの標準を統合することによ
り、回転のない変位という理想的なケースにおいて、所望の位相／レンズ面を生成する。
しかしながら、これらのベクトルは、メッシュの頂点においてのみ定義される。これに適
応するように、統合は、構造化されていないメッシュを用いて（例えば、有限要素法を用
いて）実行されてよく、又は、標準は、位相／レンズ面の画素にリサンプリングされてよ
い。以下の例示的な実装は、後者のアプローチをとる。これにより、選択された統合方法
において、柔軟性が実現可能となる。
【０１７６】
　リサンプリングを実行するように、三角形の標準は、位相／レンズ面を表す画像にラス
タライズされてよい。Ｐｈｏｎｇ補間は、このラスタライズに用いられてよく、その結果
、標準フィールドが、区分二次パッチにより正確に表示可能となる。
【０１７７】
　リサンプリングされた標準フィールドが回転のないものである場合、レンズ／位相面は
、ポアソンの式を計算することによって、直接的に統合されてよい。実際、リサンプリン
グされた標準フィールドは、通常は回転のないものである。これは、必ずしも物理的レン
ズがターゲットの標準フィールドを再現することができないことを暗示するものではなく



(34) JP 6757311 B2 2020.9.16

10

20

30

40

50

、連続的かつ平滑な物理的レンズではできないということを示しているに過ぎない。平滑
ではない、場合によっては不連続でさえるレンズは、不連続部分の付近に視認可能なアー
ティファクトが存在する可能性を犠牲にして、より一層広範囲の標準フィールドを再現す
ることができる。
【０１７８】
　これは、自然に、ねじれ又は不連続部分のスパースなセットにおける場合を除き、標準
フィールドを十分に満たすレンズ面を求めて、スパース最適化方法を用いて統合を実行す
るという発想につながる。これらの方法は、あらゆる平滑ではない領域のトポロジを自動
的に決定するので、魅力的である。これは、禁止されたパッチを用いることとは異なる。
【０１７９】
　いくつかの適したスパース最適化方法は、以下に定義される最小絶対偏差（ＬＡＤ）の
問題のバリエーションである。
【数６６】

【０１８０】
　式１０において、行列Ｇは、離散勾配演算子を表し、ｐは、回復されるべきレンズ又は
位相面であり、Ｎは、ターゲットの標準フィールドである。ＬＡＤ問題のバリエーション
は、よりスパースなノルム、例えば、ゼロノルム、又は非凸だがまだ連続的なノルムを用
いることを含む。いくつかの選択肢を実験した後、式１１に示される加重ＬＡＤの定式化
が、プロトタイプの実施形態のために選択された。

【数６７】

【０１８１】
　Ｗは、特定の不連続位置を他より優先させるために用いられる斜め加重行列である。結
果的に得られた標準フィールドにおいて、画素毎に勾配行列における２つの列により、Ｗ

２ｉ，２ｉ及びＷ２ｉ＋１，２ｉ＋１に対する加重は、

【数６８】

　に設定されてよい。ここで、αｉは、画素ｉのマッピングされたエリアである。この加
重関数は、暗領域における標準誤差を強調し、Ｌ１最適化がそこに不連続部分を配置する
ことを促進する。代替的な加重は、パラメータ化の平滑性を考慮してよい。式１１は、Ａ
ＤＭＭ、プライマルデュアル方法又は線形プログラミング定式化を含む、スパース再構成
のための任意の数の数値的方法を用いて計算されてよい。
【０１８２】
　本明細書において説明されるエリアパラメータ化方法は、これらの方法が、Ｌ－ＢＦＧ
Ｓ最適化への入力として、勾配評価及び単純なベクトルオペレーションのみに依存する行
列なしのアルゴリズムを用いて実行可能であるので、ＧＰＵもしくはＦＰＧＡ又は他の適
したハードウェア上で並列化されてよい。勾配演算は、画素毎に並列に、分析的に実行さ
れてよい。
【０１８３】
　本明細書において説明される方法は、ターゲット光パターンのより高速の処理及び／又
はより正確な描出を様々な態様で実行するように、最適化されてよい。例えば、Ｌ－ＢＦ
ＧＳは、ドット積及び外積にわたって並列化してよい。さらに、Ｌ－ＢＦＧＳアルゴリズ
ムにおけるラインサーチパラメータのチューニング勾配演算の並列化及び／又はテンポラ
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リの回避、ならびにキャッシュ読み出しの最適化及びテンポラリの除去は、図１０６Ｂ、
１０７Ｂ、１０８Ｂ、１０９Ｂ、１１０Ｂ、１２１Ｂ、１２２Ｂ、１２３Ｂ、１２４Ｂ及
び１２５Ｂに示される例示的な画像を生成するために用いられるプロトタイプシステムと
比較して、著しい高速化をもたらすことがある。
【０１８４】
　マルチスケール構造を用いることによって、より良好な並列化実現性を有するより高速
の方法が、頂点の独立したセットに並列化を行う方法のバリエーションを用いたエリア最
適化を実行することによって、実現されてよい。
【０１８５】
　暗領域における望ましくないアーティファクトは、標準的な統合手順を変更し、上述さ
れたように、リサンプリングされた画素グリッドではなく、三角メッシュ上で動作するこ
とによって、減少することがある。レンズ／変調器に対する各ターゲット画像の画素の投
射ではなく、ターゲット画像に対する各レンズ／変調器の画素の投射を最適化することに
よって、さらなる改善が実現可能である。これは、結果的に得られた最適化において光及
び暗部の役割を逆転させ得るものであり、場合によっては、明領域にアーティファクトを
生成させるが、リサンプリングを回避するであろう。欠点は、結果的に得られた最適化の
安定性が低くなる可能性が高いことである。ターゲット画像への投射を最適化する場合、
変調器／レンズの画素の配置における軽微な差異が、ターゲット画像内の強度に非常に急
速な変化をもたらすことがある。
【０１８６】
　図４３Ａ及び４３Ｂは、方法１００の非限定的な例を示す。方法１００は、解像度レベ
ルを繰り返し高めるループ１０１Ａによって実行されるマルチスケール処理、及びバリア
パラメータの値を繰り返し減少させるループ１０１Ｂによって実装される可変バリアパラ
メータの両方を組み込む。代替的な方法は、ループ１０１Ａ及び１０１Ｂのうちの１つの
みを実行する、又はこれらのいずれも実行しない。
【０１８７】
　ブロック１０２において、ソース領域は、初期マッピング１０３を提供するように初期
化される。ブロック１０２は、例えば、三角形又は他の形状のソース領域を定義する複数
の頂点に位置を割り当てる段階を含んでよい。ソース領域の数（及び対応する表示領域の
数）は、現在のスケール／解像度に従って変化してよい。
【０１８８】
　画像データ１０５は、目的関数１０９を構築するために用いられる。図示された実施形
態において、画像データ１０５の解像度は、ブロック１０６において設定され、同ブロッ
クは、バリアパラメータの現在値をさらに設定する。ブロック１０６は、例えば、画像デ
ータ１０５をダウンサンプリングし、又はこれをダウンサンプリング及びフィルタリング
し、サイズ決定された画像データ１０７を生成する段階を含んでよい。ブロック１０８は
、サイズ決定された画像データを用いて、目的関数１０９を生成する。目的関数１０９は
、更新されたマッピング１１５を計算するブロック１１０に供給される。ブロック１１０
は、例えば、Ｌ－ＢＦＧＳソルバーアルゴリズムを実装してよい。ブロック１１０は、上
述されたように、回転正規化器１１２Ａ、平滑性正規化器１１２Ｂ及びエリアペナルティ
１１２Ｃの１つ又は複数を起動してよい。
【０１８９】
　ブロック１１６において、バリアパラメータは、（例えば、バリアパラメータの現在値
をスケーリングする、又は、複数の減少したバリアパラメータの次の１つを選択すること
によって）更新される。ブロック１１８は、更新されたバリアパラメータが、用いられる
べきバリアパラメータの最小値より小さいか否かを確認する。更新されたバリアパラメー
タ値が、用いられるべきバリアパラメータの最小値以上である場合（ブロック１８におい
て結果がＮＯ）、ループ１０１Ｂを介してループの処理を戻し、次のバリアパラメータ値
に対して繰り返す。ブロック１１６及び１１８は、ブロック１１８のテストに適切な変化
を加えることにより、順番を逆にされてよい。
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【０１９０】
　ブロック１１８において結果がＹＥＳの場合（現在のスケールに対して、全てのバリア
パラメータ値が完了したことを示す）、ブロック１２０は、全てのスケールが完了したか
どうかを確認する（例えば、現在の解像度が完全な解像度であるか又は最大解像度である
かを確認する。）そうである場合、処理は図４３Ｂに続く。さもなければ、ブロック１２
２は、マッピング１１５の解像度及び目的関数を高め、ループ１０１Ａによってループの
処理を戻し、新たな解像度において更新されたマッピングを得る。
【０１９１】
　図４３Ｂは、マッピング１１５が光プロジェクタを駆動するように処理される方法１０
０の続きを示す。ブロック１２４において、マッピング１１５において定義されたソース
エリアの標準がリサンプリングされ、リサンプリングされた標準１１７を生成する。ブロ
ック１３６において、リサンプリングされた標準は統合され、ターゲット位相面１１９を
生成する。ブロック１２８において、位相面１１９における位相シフト値は、調整された
剰余２πであり、位相変調器構成データ１２９が位相変調器の範囲内にあるように、これ
らを生成する。ブロック１３０において、位相変調器は、位相変調器構成データ１２９に
従って駆動される。ブロック１３２において、画像が表示される。
【０１９２】
　アプローチ７：割り当て問題の定式化
　上述のアプローチのバリエーションは、式８によって例示された定式化の代わりに、又
はこれに加えて、割り当て問題の定式化を用いて照射ソースからターゲット画像へのマッ
ピングを生成する。割り当て問題及びこれらを計算するための技術は、オペレーションリ
サーチの分野内において一般的である。割り当て問題の例示的な定義が、等しい濃度のソ
ースポイントｓｉ及びターゲットポイントｔｊのセットについて、式１２に示される。
【数６９】

【０１９３】
　行列Ｃ（ｉ，ｊ）は、ソースポイントｉからターゲットポイントｊへのマッピングｗｉ

，ｊ単位のコストを示すコスト関数である。一方で、この制約により、ソース及びターゲ
ットが、完全にマッピングされることを確実にする。標準的な線形の割り当て問題におい
て、加重ｗｉ，ｊは、分数であってよい。バリエーションは、バイナリｗｉ，ｊを要求し
てよい。
【０１９４】
　ｓｉがソース位置であり、かつ、ｔｊがターゲット位置である場合、一般的なコスト関
数Ｃ（ｉ，ｊ）は、マンハッタン及びユークリッド距離である。多くの場合、コスト関数
はスパースであり、可能な割り当て（ｉ，ｊ）のサブセットのみが、暗示的に割り当てら
れた無限のコストとの実現不可能な合致により可能であることを意味する。
【０１９５】
　この問題は、ソース及びターゲットポイントの分布をソース及びターゲットの輝度に比
例して生成し、次に、式１２を計算することによりソースとターゲットとの間の最適な割
り当てを演算することによって、コースティック生成に適用されてよい。これらの割り当
ては、次に、ソースからの出射角度を決定し、上述されたスネルマッピング及び標準的な
統合方法が、レンズ面における光学素子の構成に至るために用いられてよい。式１２を計
算するために、線形プログラミング、又は１：１のマッピングを求める離散的なケースに
おいては、オークションアルゴリズムもしくはハンガリーアルゴリズムを含む、いくつか
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のアプローチが用いられてよい。
【０１９６】
　式１２を介したコースティック形成は、例えば、結果的に得られた標準フィールドにお
いて回転を誘導するせん断を最小化する点で有利なことがある。これらの利点は、対象の
ポイントのセットにおいて式１２を計算する演算コストに対して相殺されることがある。
式１２は、特に大きいポイントのセットをスパースではないコスト関数により計算するた
めに、かなりの演算を必要とすることがある。距離（マンハッタン又はユークリッド）コ
スト関数にスパース性を導入することは、レンジングの誘導効果を限定し、局所的な領域
に対する修正を有効に制約する。
【０１９７】
　例示的な方法において、割り当て問題の定式化は、上述されたエリアパラメータ化方法
によって演算されるポイントマッピングを改良し、結果的に得られた標準的なマップにお
いて回転を減少させるために適用される。これにより、演算コストの高い高密度な割り当
て問題を、代わりに、迅速に計算されるスパースな問題に置き換え、これを計算しなけれ
ばならない状況をさらに回避する。
【０１９８】
　結果の比較
　このセクションは、近軸デブラ及びエリアパラメータ化アプローチの比較を提示する。
近軸デブラに対して、全てのレンズは、解像度２５６×１２８、画素ピッチ０．５ｍｍ、
１００ｍｍ焦点距離で、γ＝１０００及びα＝２．０でミラーリングされたパディングを
用いて演算された。２のべき乗以外の入力寸法による不均一な再スケーリングの結果、焦
点距離にわずかな誤りが生じた。全てのレンダリングは、１３０ｍｍ焦点距離において演
算された。演算時間は、画像毎に約１秒であったが、ＧＰＵに対する並列化、パイプライ
ン化及びポーティングを介したコード最適化の余地が大きい。
【０１９９】
　エリアパラメータ化に対して、全てのレンズが、ε＝０．０５、α＝０．０５及びβ＝
１０．０、ならびにδ＝０で演算された。このパラメータの選択により、全てのソースエ
リア（例えば、三角形）が正の面積を有するように制約される要件が無効となる。しかし
ながら、結果的に得られたパラメータ化は、全単射である、又は全単射に近いことが多い
。これは、図１０５Ａ及び１０５Ｂに見ることができる。ここで、画像の暗領域は極度に
圧縮されているにも関わらず（これらに対して光が殆どマッピングされていないことを示
す）、これらは凸のままである。全単射マッピングを生成するアルゴリズムの傾向は、少
なくとも部分的に、ターゲット強度による正規化の結果である。この結果、最適化は、タ
ーゲットの倍率係数を実現する場合に、絶対誤差ではなく、相対誤差にペナルティを科す
。演算時間は、フレーム毎に約５－１０秒であったが、近軸デブラの結果と同じ解像度で
動作することによって、４倍の高速化が可能であり、２つの演算時間が互いに接近する。
【０２００】
　近軸デブラ及びエリアパラメータ化アプローチの比較は、図２０Ａから２４Ｃに提示さ
れる。各画像は、公称入射照射を示す灰色の境界と、照射がないことを示す薄い黒色の境
界とを有する。全ての画像は、ガンマ３．０を用いた図２０Ｂのアインシュタインのエリ
アパラメータ化画像を除いて、ガンマ２．２でガンマ補正されている。画像は、標準平滑
化及びループ細分割が有効化されたＢｌｅｎｄｅｒ及びＬｕｘＲｅｎｄｅｒを用いて、メ
ッシュファイルからレンダリングされた。演算時間は、画像毎に約１秒であったが、ＧＰ
Ｕに対する並列化、パイプライン化及びポーティングを介したコード最適化の余地が大き
い。
【０２０１】
　全体として、近軸デブラの定式化は、高精度の再現に関して、エリアパラメータ化方法
よりより良好な結果を出していることがわかる。結果は、エリアパラメータ化に対する１
／４解像度と比較して、近軸デブラ方法に対しては約１／８スケールで演算され、エリア
パラメータ化の結果に存在するものよりさらに一層高精度を示す。この差は、エリアパラ
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メータ化方法が近軸デブラ方法よりかなり強い誘導を与えることができるという事実に、
大部分が起因可能である。
【０２０２】
　両方の方法は、入力画像をある程度歪ませる。これは、部分的には、アーティファクト
をリサイズしたことに起因し、部分的には、レンズが薄いという仮定が十分に適用されな
い程に厚くなったレンズに起因する。いくつかのレンズは、これらの焦点距離の約１０％
の厚みを有する。歪みの多くは、レンズの画像面からの距離をわずかに調整することによ
って補正可能である。
【０２０３】
　実験結果　いくつかの位相パターンは、プロトタイプのプロジェクタに用いるために演
算された。プロトタイプのプロジェクタは、コヒーレントな５３２ｎｍの緑色レーザソー
スを用いる。これは、拡大されて、２πの「ＬＥＴＯ」位相変調器に中継される。位相変
調器の出力は、次に、投射レンズに中継され、スクリーンに投射される。大半のパターン
は、前のセクションのデフォルトパラメータを用いた。しかしながら、「ろうそく」の画
像は、ε＝０．１を用いた。「ろうそく」（図３６Ａ）、「アインシュタイン」（図３２
Ａ）及び「アベンジャーズ」（図３５Ａ）の画像は、Ｌ２統合を用いた。
【０２０４】
　同じカメラ設定（ＩＳＯ８００，０．０１ｓ，Ｆ２０）を用いてキャプチャされたよう
に、近軸デブラ及びエリアパラメータ化の結果の間における画像の比較が、図２９Ｂから
３２Ｃに示される。近軸デブラの結果は、比較的低いコントラストを有するため、画像の
構造が見ることが困難なことがある。エリアパラメータ化の結果は、はるかに良好なコン
トラストを有するが、プロジェクタ光学内の整合及びＬＥＴＯの照射の均一性に敏感であ
る。プロジェクタにおける軽微な不整合が、結果的に生成された画像に深刻な局所的歪み
をもたらすことがある。結果のいくつかは、これらの歪みを示す。
【０２０５】
　図３３Ａから３３Ｈは、低出力の白色ＬＥＤからの、ＬＥＴＯの広帯域照射の同様の比
較を示す。これらの出力画像は、図２９Ｂから２９Ｃと同じ位相パターンを用いて、白い
ビジネスカードにフォーカスされている。歪みは、ある程度減少する。これは、高められ
たブラックレベル及び色の収差を犠牲にして、位相パターンにおけるラップによってアー
ティファクトが生成されることによる。この場合、エリアパラメータ化は、近軸デブラア
プローチよりもまだ優れている。
【０２０６】
　コントラストを強調するカメラ設定を用いたエリアパラメータ化方法の結果のセットは
、図３４Ａから３４Ｄに示される。これらの画像は、エリアパラメータ化方法が、光の大
部分を暗領域から光の領域にそらしていることを示す。
【０２０７】
　本明細書において説明される技術は、様々な態様で実装されてよい。図４１は、本発明
の一実施形態に係る装置５０を示す。装置５０は、画像データ５２を取り込み、所望の光
フィールド（ピクチャ、光パターン、ビデオフレーム等であってよい）を特定し、レンズ
又は位相変調器の構成を特定するデータを生成するプロセッサ５４を備える。データ５６
は、プリントされた物理的レンズを生成する３Ｄプリンタ５７Ａ、又は物理的レンズもし
くは物理的レンズ用のモールドを生成するフライス盤もしくは他の機械加工センタ５７Ｂ
、又は後で用いるためのデータストア５７Ｃを制御するために用いられてよい。データ５
６は、制御可能なレンズ、ミラー／位相変調器等を含む光プロジェクタ５７Ｄに供給され
てよい。
【０２０８】
　図４２は、データ５６を受信するように接続されたコントローラ６２を含む光プロジェ
クタ６０を示す。装置５０のコントローラ６２及びプロセッサ５４の機能は、光プロジェ
クタ６０が画像データを取り込み、これを処理するように、組み合わせられてよいことに
留意されたい。他の実施形態において、光プロジェクタ６０は、装置５０の機能を部分的
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に実行するプリプロセッサ装置と共に動作してよい。光プロジェクタ６０は、次に、デー
タを処理するさらなる段階を実行してよい。
【０２０９】
　プロジェクタ６０は、光源６４と、位相変調器６６とを含む。いくつかの実施形態にお
いて、位相変調器６６は、動的に可変なミラー又は動的に可変なレンズによって置き換え
られる。位相変調器６６は、光源６４から入射する光の位相を１画素ずつ調整し、所望の
画像を画像６８に表示させるように、ディスプレイコントローラ６２によって制御される
。画像６８は、例えば、前方又は後方から光が投射される面を含んでよい。
【０２１０】
　プロジェクタ６０は、投射画像の平均明度を画像データと合致するように調整する１つ
又は複数のメカニズムを含んでよい。図示された実施形態は、光源６４の光出力を変化さ
せる任意の制御信号６４Ａを含む。図示された実施形態は、光源６４と位相変調器６６と
の間の光路における可変アパーチャのような、任意のグローバル変調器６５をさらに含む
。グローバル変調器６５は、位相変調器６６において、入射する光を制御可能に減衰させ
るように動作可能である。他の例示的な実施形態において、位相変調器６６は、光源６４
から受けた全ての光を画像６８へと方向付けた結果、所望の平均画像輝度より高くなる場
合に、いくらかの光を画像６８から離れるように方向付けるように構成される。
【０２１１】
　プロジェクタ６０は、任意のクリーンアップステージ６７をさらに含む。クリーンアッ
プステージ６７は、画像６６への光の伝送を画素ベースで調整可能なＬＣＤパネル又はデ
ジタルミラーデバイス等のような空間光変調器を含んでよい。クリーンアップステージ６
７は、投射画像の平均輝度を調整するために用いられてよく、投射画像におけるアーティ
ファクトを補正するために用いられてもよい。
【０２１２】
　用語の解釈
　文脈的に明らかに他の解釈が必要でない限り、説明及び特許請求の範囲を通して、以下
のとおりとする。
　・「含む」、「備え」等は、排他的又は網羅的な意味と対照的に、包括的な意味で解釈
されるものとする。つまり、「含むが、限定されるものではない」ことを意味する。
　・「接続」、「結合」又はこれらのあらゆる変形は、２つ又はそれより多くの要素の間
における直接的又は間接的なあらゆる接続又は結合を意味する。要素間の結合又は接続は
、物理的、論理的、又はこれらの組み合わせであってよい。
　・「本明細書において」、「上述」、「後述」、又は同様の語は、本明細書を説明する
ために用いられる場合、本明細書全体を指すものとし、本明細書のいずれかの特定部分を
指すものではない。
　・２つ又はそれより多くの項目の列挙に関連して、「又は」は、語の以下の解釈、すな
わち、列挙された項目のいずれか、列挙された項目の全て、及び列挙された項目のあらゆ
る組み合わせの全てを包含する。
　・単数形「ａ」、「ａｎ」、及び「ｔｈｅ」は、あらゆる適切な複数形の意味をさらに
含む。
【０２１３】
　「垂直」、「横」、「水平」、「上方」、「下方」、「前方」、「後方」、「内側」、
「外側」、「垂直」、「横」、「左」、「右」、「前」、「後」、「上部」、「下部」、
「上」、「下」等のような方向を示す語は、本説明及び（存在する場合には）いずれかの
添付の特許請求の範囲において用いられた場合、説明及び図示される装置の具体的な向き
に依存する。本明細書において説明される主題は、様々な代替的な向きを仮定してよい。
従って、これらの方向を意味する用語は、厳密に定義されるものではなく、狭義に解釈さ
れてはならない。
【０２１４】
　本発明の実施形態は、特定用途向けに設計されたハードウェア、構成可能なハードウェ
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ア、データプロセッサ上で実行可能なソフトウェアの提供によって構成されるプログラマ
ブルデータプロセッサ（任意に「ファームウェア」を含んでよい）、本明細書において詳
細に説明された方法における１つ又は複数の段階を実行するように具体的にプログラム、
構成、もしくは構築された特別用途向けコンピュータ又はデータプロセッサ、及び／又は
これらの２つ又はそれより多くの組み合わせを用いて実装されてよい。ソフトウェアは、
方法を実行するロジックを実装するＦＰＧＡのような構成可能なロジックデバイスを構成
する命令を含んでよい、又はこれらからなってよい。特定用途向けに設計されたハードウ
ェアの例は、論理回路、特定用途向け集積回路（「ＡＳＩＣ」）、大規模集積回路（「Ｌ
ＳＩ」）、超大規模集積回路（「ＶＬＳＩ」）等である。構成可能なハードウェアの例は
、プログラマブルアレイロジック（「ＰＡＬ」），プログラマブルロジックアレイ（「Ｐ
ＬＡ」）、フィールドプログラマブルゲートアレイ（「ＦＰＧＡ」）のような１つ又は複
数のプログラマブルロジックデバイスである。プログラマブルデータプロセッサの例は、
マイクロプロセッサ、デジタル信号プロセッサ（「ＤＳＰ」）、埋め込みプロセッサ、グ
ラフィックスプロセッサ、算術コプロセッサ、汎用コンピュータ、サーバコンピュータ、
クラウドコンピュータ、メインフレームコンピュータ、コンピュータワークステーション
等である。例えば、デバイスの制御回路における１つ又は複数のデータプロセッサは、プ
ロセッサにアクセス可能なプログラムメモリにおけるソフトウェア命令を実行することに
よって、本明細書において説明された方法を実装してよい。
【０２１５】
　処理は、集中化されてよく、又は分散されてよい。処理が分散される場合、ソフトウェ
ア及び／又はデータを含む情報は、集中的に又は分散されて保持されてよい。このような
情報は、ローカルエリアネットワーク（ＬＡＮ）、ワイドエリアネットワーク（ＷＡＮ）
、又はインターネット、有線もしくは無線データリンク、電磁気信号、又は他のデータ通
信チャネルのような通信ネットワークによって、異なる機能ユニットの間で交換されてよ
い。
【０２１６】
　例えば、処理又はブロックが所与の順番で与えられる一方で、代替的な例は、複数の段
階を有するルーチンを実行してよく、又は異なる順番で複数のブロックを有するシステム
を採用してよく、いくつかの処理又はブロックは、削除、移動、追加、細分化、組み合わ
せ、及び／又は修正されて、代替例又は部分的組み合わせを提供してよい。これらの処理
又はブロックの各々は、様々な異なる態様で実装されてよい。また、処理又はブロックは
、時に、連続的に実行されるものとして示される一方で、これら処理又はブロックは、代
わりに、並列に実行されてよく、又は、異なる時に実行されてよい。
【０２１７】
　さらに、要素は、時に、連続的に実行されるものとして示される一方で、これらは、代
わりに、同時に又は異なる順番で実行されてよい。従って、以下の特許請求の範囲は、こ
のようなバリエーションの全てを、これらの意図する範囲内にあるものとして含むものと
解釈されることを意図するものである。 
【０２１８】
　ソフトウェア及び他のモジュールは、サーバ、ワークステーション、パーソナルコンピ
ュータ、タブレットコンピュータ、画像データエンコーダ、画像データデコーダ、ビデオ
プロジェクタ、ビデオプロセッサ、ビデオエディタ、オーディオビジュアル受信機、（テ
レビのような）ディスプレイ、デジタル映画プロジェクタ、メディアプレイヤ、マルチプ
ロセッサシステム、マイクロプロセッサベース又はプログラマブル民生用電子機器、ネッ
トワークＰＣ、ミニコンピュータ、メインフレームコンピュータ等、及び本明細書におい
て説明された目的に適した他のデバイス上に存在してよい。当業者であれば、システムの
態様が、他の通信、データ処理、又はコンピュータシステム構成により実施可能であるこ
とを理解しよう。
【０２１９】
　本発明は、プログラム製品の形で提供されてもよい。プログラム製品は、データプロセ
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ッサによって実行された場合に、本発明の方法をデータプロセッサに実行させるコンピュ
ータ可読命令のセットを保持する任意の非一時的媒体を含んでよい。本発明に係るプログ
ラム製品は、多種多様な形のいずれかであってよい。プログラム製品は、例えば、フロッ
ピ（登録商標）ディスクを含む磁気データ記憶媒体、ハードディスクドライブ、ＣＤ－Ｒ
ＯＭ、ＤＶＤを含む光学データ記憶媒体、ＲＯＭ、フラッシュＲＡＭ、ＥＰＲＯＭを含む
電子データ記憶媒体、配線接続され又は事前にプログラミングされたチップ（例えば、Ｅ
ＥＰＲＯＭ半導体チップ）、ナノ技術メモリ等のような非一時的媒体を含んでよい。プロ
グラム製品上のコンピュータ可読信号は、任意に、圧縮又は暗号化されてよい。
【０２２０】
　いくつかの実施形態において、本発明は、ソフトウェアで実装されてよい。より明確に
すべく、「ソフトウェア」は、プロセッサ上で実行されるあらゆる命令を含み、（限定さ
れるものではないが）ファームウェア、常駐ソフトウェア、マイクロコード等を含んでよ
い。処理ハードウェア及びソフトウェアの両方は、当業者に公知であるように、全体とし
て又は部分的に、集中化又は分散（又はこれらの組み合わせ）されてよい。例えば、ソフ
トウェア及び他のモジュールは、ローカルメモリを介して、ネットワークを介して、分散
演算環境においてブラウザ又は他のアプリケーションを介して、上述された目的に適した
他の手段を介して、アクセス可能であってよい。
【０２２１】
　コンポーネント（例えば、ソフトウェアモジュール、プロセッサ、アセンブリ、デバイ
ス、回路等）が上述される場合、異なることが示されていない限り、当該コンポーネント
という記載（「手段」という記載を含む）は、本発明の例示的な実施形態における機能を
実行し、かつ、開示された構造と構造的には等価ではないコンポーネントを含め、説明さ
れたコンポーネントの機能を実行するあらゆるコンポーネント（すなわち、機能的に等価
である）を、当該コンポーネントの等価物として含むものと解釈されなければならない。
【０２２２】
　以下、開示された発明の例示的な実施形態を、非限定的に列挙する。
　１．　画像データによって定義される画像を表示するように、位相変調器を制御する方
法であって、
　２次元位相変調器上で重複しない複数のソース領域を定義し、かつ、表示面において複
数の表示領域を定義する段階であって、複数のソース領域の各々は、境界及びソースエリ
アを有し、かつ、複数の表示領域のうち対応する表示領域に関連付けられ、複数の表示領
域の各々は、対応する表示領域エリアを有する、段階と、
　画像データに基づいて、複数の表示領域の各々にターゲット光強度値を割り当てる段階
と、
　対応する複数のソース領域の複数のソースエリアに対する複数の表示領域の複数の表示
エリアの比率が、対応する表示領域に割り当てられるターゲット光強度値に対する複数の
ソース領域の複数のソース光強度値の比率に比例するように、複数のソース領域の構成、
複数の表示領域の構成、又は複数のソース領域及び複数の表示領域の両方の構成を調整す
る段階と、
　複数のソースエリアの各々に位相面を生成する段階であって、位相面は、ソースエリア
に入射する光を対応する表示エリアに方向変更するように構成される、段階と、
　複数のソース領域に複数の位相面を提供するように位相変調器を制御し、複数のソース
強度値に従って、複数のソース領域に入射光を照射する段階と、
　を備える方法。
　２．　画像データに基づいて、複数のターゲットソースエリアを決定し、複数のソース
領域に対応する複数のターゲットソースエリアから、複数のソース領域の面積の集合偏差
を定量化する目的関数を最も良く満たす複数のソース領域の境界の構成を決定するように
最適化を実行することによって、複数のソース領域の構成を調整する段階と、を備える、
例示的態様１（又は本明細書における任意の他の例示的態様）に記載の方法。
　３．　複数の位相面を生成する段階は、最適化の後の複数のソース領域の境界の構成に
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基づいて、複数のソース領域の各々の法線ベクトルを決定し、位相変調器の位相を２次元
の位置に関連付ける解の位相関数を生成するように、複数の法線ベクトルを統合する段階
を含む、例示的態様２（又は本明細書における任意の他の例示的態様）に記載の方法。
　４．　複数のソース領域は、複数のソース頂点の間に延びる複数の線によって定義され
る重複しない複数のソースタイルを含み、複数のソース頂点の各々は、位置を有し、複数
の表示領域は、複数の表示頂点の間に延びる複数の線によって定義される重複しない複数
の表示タイルを含む、例示的態様２（又は本明細書における任意の他の例示的態様）に記
載の方法。
　５．　複数のソースタイル及び複数の表示タイルは、三角形である、例示的態様４（又
は本明細書における任意の他の例示的態様）に記載の方法。
　６．　最適化は、複数のソース頂点の最適化された位置を決定する、例示的態様４又は
５（又は本明細書における任意の他の例示的態様）に記載の方法。
　７．　メジアンカットアルゴリズムを実行することによって、複数のソース領域の構成
を調整する段階を備える、例示的態様１（又は本明細書における任意の他の例示的態様）
に記載の方法。
　８．　複数のソースエリアの各々に位相面を生成する段階は、放物レンズに対応する位
相面を生成する段階を含む、例示的態様１（又は本明細書における任意の他の例示的態様
）又は例示的態様７に記載の方法。
　９．　複数の直交方向における焦点距離のペアによって、複数のソースエリア及び対応
する複数の表示エリアの複数の直交方向におけるサイズの差に基づいて、放物レンズを定
義する段階を備える、例示的態様８（又は本明細書における任意の他の例示的態様）に記
載の方法。
　１０．　放物レンズを定義する段階は、２つの直交方向において複数の傾斜を特定する
段階を含み、複数の傾斜は、直交方向における複数のターゲット領域に対する複数のソー
ス領域の変位に基づく、例示的態様９（又は本明細書における任意の他の例示的態様）に
記載の方法。
　１１．　位相面を生成する段階は、ローパスフィルタリングを実行する段階を含む、例
示的態様１から１０のいずれか１つ（又は本明細書における任意の他の例示的態様）に記
載の方法。
　１２．　位相面を生成する段階は、位相ラップを実行する段階を含む、例示的態様１か
ら１１のいずれか１つ（又は本明細書における任意の他の例示的態様）に記載の方法。
　１３．　複数のソース領域を照射する段階は、画像データに基づいて、光源の出力を制
御する段階を含む、例示的態様１から１２のいずれか１つ（又は本明細書における任意の
他の例示的態様）に記載の方法。
　１４．　画像の平均輝度に基づいて、光源の出力を制御する段階を備える、例示的態様
１３（又は本明細書における任意の他の例示的態様）に記載の方法。
　１５．　光源の出力を制御する段階は、光源の出力を可変アパーチャに通し、可変アパ
ーチャのサイズを制御する段階を含む、例示的態様１３又は１４（又は本明細書における
任意の他の例示的態様）に記載の方法。
　１６．　光源の出力を制御する段階は、光源の強度を変化させる段階を含む、例示的態
様１３から１５（又は本明細書における任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の
方法。
　１７．　複数のソース領域の各々によって方向変更された光の少なくとも９５％は、対
応する表示領域の範囲内に収まる、例示的態様１から１６（又は本明細書における任意の
他の例示的態様）のいずれか１つに記載の方法。
　１８．　複数のソース領域の各々によって方向変更された光は、実質的に、対応する表
示領域を満たす、例示的態様１から１６（又は本明細書における任意の他の例示的態様）
のいずれか１つに記載の方法。
　１９．　統合ロッドのアレイによって、位相変調器からの光を複数の表示領域に通す段
階を備える、例示的態様１から１８（又は本明細書における任意の他の例示的態様）のい
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ずれか１つに記載の方法。
　２０．　複数の表示領域からの光を振幅変調する段階を備える、例示的態様１から１９
（又は本明細書における任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の方法。
　２１．　画像データによって定義される画像を表示するように、位相変調器を制御する
方法であって、
　重複しない複数のソース領域を含む２次元光源のモデルを提供する段階であって、複数
のソース領域の各々は、境界、対応するソース光強度値及びソースエリアを有し、かつ、
ディスプレイの対応する表示領域に関連付けられ、複数の表示領域の各々は、対応する表
示エリアを有する、段階と、
　画像データに基づいて、複数の表示領域の各々に光強度値を割り当てる段階と、
　対応する表示領域の表示エリアに対するソース領域のターゲットソースエリアの比率が
、ソース領域のソース光強度値に対する、対応する表示領域に割り当てられる光強度値の
比率に比例するように、複数のソース領域の各々にターゲットソースエリアを設定する段
階と、
　複数のソース領域に対応する複数のターゲットソースエリアから、複数のソース領域の
面積の集合偏差を定量化する目的関数を最も良く満たす複数のソース領域の境界の構成を
決定するように最適化を実行する段階と、
　最適化の後の複数のソース領域の境界の構成に基づいて、複数のソース領域の各々の法
線ベクトルを決定する段階と、
　位相変調器の位相を２次元の位置に関連付ける解の位相関数を生成するように、複数の
法線ベクトルを統合する段階と、
　を備える方法。
　２２．　複数のソース領域は、複数のソース頂点の間に延びる複数の線によって定義さ
れる重複しない複数のソースタイルを含み、複数のソース頂点の各々は、位置を有し、複
数の表示領域は、複数の表示頂点の間に延びる複数の線によって定義される重複しない複
数の表示タイルを含む、例示的態様２１（又は本明細書における任意の他の例示的態様）
に記載の方法。
　２３．　複数のソースタイル及び複数の表示タイルは、三角形である、例示的態様２２
（又は本明細書における任意の他の例示的態様）に記載の方法。
　２４．　最適化は、複数のソース頂点の最適化された位置を決定する、例示的態様２２
又は２３（又は本明細書における任意の他の例示的態様）に記載の方法。
　２５．　複数の法線ベクトルは、複数のソース頂点に配置される、例示的態様２２又は
２３（又は本明細書における任意の他の例示的態様）に記載の方法。
　２６．　複数のソース頂点に対して複数の法線ベクトルを決定する段階は、複数の表示
頂点のうち対応するものに対する複数のソース頂点の面内変位に基づく、例示的態様２１
から２５（又は本明細書における任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の方法。
　２７．　複数の法線ベクトルを決定する段階は、複数の変位の商の逆タンジェント及び
光源とディスプレイとの間の光学距離を決定する段階を含む、例示的態様２２（又は本明
細書における任意の他の例示的態様）に記載の方法。
　２８．　画像データの平均強度に基づいて、複数のソース光強度を決定する段階を備え
る、例示的態様２１から２７（又は本明細書における任意の他の例示的態様）のいずれか
１つに記載の方法。
　２９．　複数のソース光強度に従って、位相変調器を照射する照射ソースを制御する段
階を備える、例示的態様２８（又は本明細書における任意の他の例示的態様）に記載の方
法。
　３０．　複数のソース光強度は等しい、例示的態様２１から２９（又は本明細書におけ
る任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の方法。
　３１．　最適化を実行する段階は、解の位相関数の回転のコストを含める段階を含む、
例示的態様２１から３０（又は本明細書における任意の他の例示的態様）のいずれか１つ
に記載の方法。
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　３２．　回転のコストは、
【数７０】

　に従って決定される、例示的態様３１（又は本明細書における任意の他の例示的態様）
に記載の方法。
　３３．　最適化を実行する段階は、解の位相関数の非平滑性のコストを含める段階を含
む、例示的態様２１から３２（又は本明細書における任意の他の例示的態様）のいずれか
１つに記載の方法。
　３４．　解の位相関数の非平滑性のコストは、

【数７１】

　に従って決定される、例示的態様３３（又は本明細書における任意の他の例示的態様）
に記載の方法。
　３５．　複数のソース領域は、三角形である、例示的態様２１から３４（又は本明細書
における任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の方法。
　３６．　複数の表示領域は、三角形である、例示的態様２１から３５（又は本明細書に
おける任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の方法。
　３７．　最適化を実行する段階は、限定的なメモリＢｒｏｙｄｅｎ－Ｆｌｅｔｃｈｅｒ
－Ｇｏｌｄｆａｒｂ－Ｓｈａｎｎｏアルゴリズムを適用する段階を含む、例示的態様２１
から３６（又は本明細書における任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の方法。
　３８．　一連のイタレーションにおいて、次第にスケールを細かくして最適化を実行し
、これにより、各イタレーションにおいて、ソース頂点及び表示頂点の数を増加させ、直
前のイタレーションに対する複数の頂点の位置が、現在のイタレーションの複数の初期構
成として用いられる段階を備える、例示的態様２１から３７（又は本明細書における任意
の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の方法。
　３９．　統合する段階は、複数の法線ベクトルをリサンプリングし、位相変調器の各画
素にリサンプリングされた法線ベクトルを提供する段階を含む、例示的態様２１から３８
（又は本明細書における任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の方法。
　４０．　リサンプリングを実行する段階は、複数の法線ベクトルにＰｈｏｎｇ補間を実
行する段階を含む、例示的態様３９（又は本明細書における任意の他の例示的態様）に記
載の方法。
　４１．　統合する段階は、スパース最適化方法を適用する段階を含む、例示的態様２１
から４０（又は本明細書における任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の方法。
　４２．　スパース最適化方法は、解の位相関数の勾配と複数の法線ベクトルの場との間
の差を最小化する解の位相関数を見出す段階を含む、例示的態様４１（又は本明細書にお
ける任意の他の例示的態様）に記載の方法。
　４３．　差は、画像の複数の暗領域における標準誤差を強調する加重差である、例示的
態様４２（又は本明細書における任意の他の例示的態様）に記載の方法。
　４４．　複数のソース領域及び複数の表示領域を均一な三角形分割に初期化する段階を
備える、例示的態様２１から４３（又は本明細書における任意の他の例示的態様）のいず
れか１つに記載の方法。
　４５．　複数のソース領域の全てが正の面積を有することを要求するように、最適化を
制約する段階を備える、例示的態様２１から４４（又は本明細書における任意の他の例示
的態様）のいずれか１つに記載の方法。
　４６．　最適化を制約する段階は、各ソース領域に対するペナルティ項を目的関数に含
める段階（又は本明細書における任意の他の例示的態様）を含み、ペナルティ項は、ソー
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ス領域の面積に比例し、かつ、複数のターゲットソースエリアから複数のソース領域の面
積の集合偏差を定量化する目的関数の項に対向する記号を有し、方法は、複数のイタレー
ションの各々においてペナルティ項の比例パラメータを連続的に減少させる段階を備え、
複数のイタレーションの１つにおいて決定された複数の頂点の位置は、複数のイタレーシ
ョンの次の１つに対する初期条件として用いられる、例示的態様４５（又は本明細書にお
ける任意の他の例示的態様）に記載の方法。
　４７．　複数の表示領域の少なくとも１つの内部における輝度は、フルスクリーンホワ
イトレベルを超える、例示的態様２１（又は本明細書における任意の他の例示的態様）の
いずれか１つに記載の方法。
　４８．　ピーク輝度は、フルスクリーンホワイトレベルの３０倍を超える、例示的態様
４７（又は本明細書における任意の他の例示的態様）に記載の方法。
　４９．　複数のソース領域のうち異なるものが異なる強度の光によって照射されるよう
に、位相変調器に入射する光を振幅変調する段階を備える、例示的態様２１から４８（又
は本明細書における任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の方法。
　５０．　位相変調器を均一に照射する段階を備える、例示的態様２１から４８（又は本
明細書における任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の方法。
　５１．　所望の光パターンを生成する方法であって、
　位相遅延変調器における複数のソース領域と、画像面における複数の対応する表示領域
との間の対応関係を確立する段階と、
　画像データから、複数の表示領域に所望の光学出力密度を決定する段階と、
　画像データに対応する複数の表示領域における電力密度分布を実現するように、画像デ
ータを用いて、複数のソース領域及び複数の表示領域の一方又は両方を調整する段階と、
　位相変調器の複数のソース領域に入射する光に対して、スケーリング及び／又はシフト
を実行することによって、撮像チップの複数のソース領域の各々からの光を、複数の表示
領域のうち対応する表示領域に再分配させるように動作可能な複数の位相シフトのパター
ンを提供するように位相変調器を制御する段階と、
　を備える方法。
　５２．　スケーリングを提供するように構成される複数の焦点距離を有する複数のレン
ズを提供するように、複数のソース領域を構成する段階を備える、例示的態様５１（又は
本明細書における任意の他の例示的態様）に記載の方法。
　５３．　複数のレンズは、ｘ方向及びｙ方向において異なる焦点距離を有する、例示的
態様５２（又は本明細書における任意の他の例示的態様）に記載の方法。
　５４．　シフトを提供するように構成される複数の傾斜を含むように、複数のレンズを
構成する段階を備える、例示的態様５２（又は本明細書における任意の他の例示的態様）
に記載の方法。
　５５．　ｘ方向及びｙ方向において、複数の傾斜を別個に制御する段階を備える、例示
的態様５４（又は本明細書における任意の他の例示的態様）に記載の方法。
　５６．　位相変調器を制御する段階は、複数の位相シフトのパターンに位相ラップを実
行する段階を含む、例示的態様５１から５５（又は本明細書における任意の他の例示的態
様）のいずれか１つに記載の方法。
　５７．　複数のソース領域の面積を変化させる段階を備える、例示的態様５１から５５
（又は本明細書における任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の方法。
　５８．　複数の表示領域の面積を変化させる段階を備える、例示的態様５１から５７（
又は本明細書における任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の方法。
　５９．　複数のソース領域は、矩形である、例示的態様５１から５８（又は本明細書に
おける任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の方法。
　６０．　複数の表示領域は、矩形である、例示的態様５１から５９（又は本明細書にお
ける任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の方法。
　６１．　複数のソース領域は、三角形である、例示的態様５１から６０（又は本明細書
における任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の方法。
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　６２．　複数の表示領域は、三角形である、例示的態様５１から６０（又は本明細書に
おける任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の方法。
　６３．　対応する複数の表示領域に対する複数のソース領域の面積の比率は、画像デー
タにおいて特定される対応する表示領域の最大光学出力密度に対するソース領域における
光学出力密度の比率と少なくとも等しい、例示的態様５１から６２（又は本明細書におけ
る任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の方法。
　６４．　画像データをクリップし、クリップされた画像データを生成する段階を備え、
対応する複数の表示領域に対する複数のソース領域の面積の比率は、クリップされた画像
データにおいて特定される対応する表示領域の最大光学出力密度に対するソース領域にお
ける光学出力密度の比率と少なくとも等しい、例示的態様５１から６２（又は本明細書に
おける任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の方法。
　６５．　対応する複数の表示領域に対する複数のソース領域の面積の比率は、画像デー
タにおいて特定される対応する表示領域の平均光学出力密度に対するソース領域における
光学出力密度の比率と少なくとも等しい、例示的態様５１から６２（又は本明細書におけ
る任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の方法。
　６６．　複数の表示領域の少なくとも１つの内部における光学出力密度は、フルスクリ
ーンホワイトレベルを超える、例示的態様５１から６５（又は本明細書における任意の他
の例示的態様）のいずれか１つに記載の方法。
　６７．　複数の表示領域の少なくとも１つの輝度は、フルスクリーンホワイトレベルの
４０倍を超える、例示的態様６６（又は本明細書における任意の他の例示的態様）に記載
の方法。
　６８．　複数の表示領域の少なくとも１つの輝度は、フルスクリーンホワイトレベルの
３０倍を超える、例示的態様６６（又は本明細書における任意の他の例示的態様）に記載
の方法。
　６９．　複数のソース領域のうち異なるものが異なる強度の光によって照射されるよう
に、位相変調器に入射する光を空間的に振幅変調する段階を備える、例示的態様５１から
６９（又は本明細書における任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の方法。
　７０．　位相変調器を均一に照射する段階を備える、例示的態様５１から６９（又は本
明細書における任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の方法。
　７１．　位相変調器によって方向変更された光を均質化する段階を備える、例示的態様
５１から７０（又は本明細書における任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の方
法。
　７２．　光を均質化する段階は、統合ロッドのアレイに光を通す段階を含む、例示的態
様７１（又は本明細書における任意の他の例示的態様）に記載の方法。
　７３．　位相変調器の複数の位相シフトのパターンを、１ソース領域ずつ算出する段階
を備える、例示的態様５１から７３（又は本明細書における任意の他の例示的態様）のい
ずれか１つに記載の方法。
　７４．　複数のソース領域の１つのソース領域における複数のポイントの第１のグリッ
ドと、ソース領域に対応する表示領域における複数のポイントの第２のグリッドとを確立
し、これにより、複数のポイントの第１及び第２のグリッドの複数のポイントの間に１対
１の対応が存在する段階と、複数のポイントの第１及び第２のグリッドにおける複数のポ
イントのうち対応するもののペアに対応する複数の経路長を決定する段階と、複数の経路
長に従って、ソース領域における複数の位相シフトのパターンを設定する段階と、を備え
る、例示的態様５１から７３（又は本明細書における任意の他の例示的態様）のいずれか
１つに記載の方法。
　７５．　複数の経路長は、表示領域に関連付けられた面に対して垂直に延びる、例示的
態様７４（又は本明細書における任意の他の例示的態様）に記載の方法。
　７６．　複数の経路長は、表示領域に関連付けられた放物表面に対して垂直に延びる、
例示的態様７４（又は本明細書における任意の他の例示的態様）に記載の方法。
　７７．　複数のポイントの第１のグリッドは、ソース領域内における位相変調器の各画
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素に対して、１つのポイントを含む、例示的態様７４から７６（又は本明細書における任
意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の方法。
　７８．　複数のソース領域及び複数の表示領域の一方又は両方を調整する段階は、対応
する複数の表示領域に対する複数のソース領域の面積の比率が複数のソース領域のターゲ
ット光学出力密度と最も合致するように、最適化アルゴリズムを実行し、複数のソース領
域及び／又は対応する複数の表示領域に対する境界を見出す段階を含む、例示的態様５１
（又は本明細書における任意の他の例示的態様）に記載の方法。
　７９．　最適化アルゴリズムは、複数のソース領域を定義する複数のポイントの場にお
いて、回転をペナライズするコスト関数の項を含む、例示的態様７８（又は本明細書にお
ける任意の他の例示的態様）に記載の方法。
　８０．　最適化アルゴリズムは、複数の位相シフトのパターンが平滑性を欠く場合にペ
ナライズするコスト関数の項を含む、例示的態様７８または７９（又は本明細書における
任意の他の例示的態様）に記載の方法。
　８１．　画像データによって定義される光パターンを生成する方法であって、
　複数の光ソース領域の各々に対して、対応する表示領域のサイズ及び位置を決定する段
階と、
　複数のレンズのアレイをエミュレートするように位相変調器を制御する段階であって、
複数のレンズの各々は、複数の光ソース領域の１つに対応し、かつ、複数の焦点距離及び
複数の傾斜を有するように複数のレンズを構成し、これにより、複数のレンズの各々に入
射する光を対応する表示領域に方向変更させる、段階と、
　を備える方法。
　８２．　対応する複数の表示領域の面積に対する複数のソース領域の面積の比率が、画
像データによって特定される対応する表示領域の輝度に対する複数のソース領域の輝度に
比例するように、複数の表示領域のサイズを設定する段階を備える、例示的態様８１（又
は本明細書における任意の他の例示的態様）に記載の方法。
　８３．　複数の表示領域のサイズ及び位置を決定する段階は、画像データを処理する段
階であって、反復的に、画像の部分を複数の部分に分割し、これにより、複数の部分の面
積が、画像データによって特定される複数の部分の平均輝度の増加に伴って減少する段階
を含む、例示的態様８２（又は本明細書における任意の他の例示的態様）に記載の方法。
　８４．　画像の部分を複数の部分に分割する段階は、画像の部分を２つの部分に分割す
る段階を含む、例示的態様８３（又は本明細書における任意の他の例示的態様）に記載の
方法。
　８５．　複数の部分は、外形が矩形である、例示的態様８３または８４（又は本明細書
における任意の他の例示的態様）に記載の方法。
　８６．　複数の表示領域のサイズ及び位置を決定する段階は、メジアンカットアルゴリ
ズムの複数のイタレーションを実行する段階を含む、例示的態様８１（又は本明細書にお
ける任意の他の例示的態様）に記載の方法。
　８７．　位相変調器を制御する段階は、複数のレンズのアレイに対応する位相面を生成
し、位相面にローパスフィルタリングを実行する段階を含む、例示的態様８１から８６（
又は本明細書における任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の方法。
　８８．　複数のレンズを構成する段階は、位相ラップを実行する段階を含む、例示的態
様８１から８７（又は本明細書における任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の
方法。
　８９．　画像データに基づいて、光源の出力を制御する段階を備える、例示的態様８１
から８７（又は本明細書における任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の方法。
　９０．　光パターンの平均輝度に基づいて、光源の出力を制御する段階を備える、例示
的態様８８（又は本明細書における任意の他の例示的態様）に記載の方法。
　９１．　光源の出力を制御する段階は、光源の出力を可変アパーチャに通し、可変アパ
ーチャのサイズを制御する段階を含む、例示的態様８８または８９（又は本明細書におけ
る任意の他の例示的態様）に記載の方法。
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　９２．　光源の出力を制御する段階は、光源の強度を変化させる段階を含む、例示的態
様８９から９１（又は本明細書における任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の
方法。
　９３．　複数の表示領域は、重複しない、例示的態様８１から９２（又は本明細書にお
ける任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の方法。
　９４．　複数のレンズの各々によって方向変更された光の少なくとも９５％は、対応す
る表示領域の範囲内に収まる、例示的態様８１から９３（又は本明細書における任意の他
の例示的態様）のいずれか１つに記載の方法。
　９５．　複数のレンズの各々によって方向変更された光は、対応する表示領域を実質的
に満たす、例示的態様８１から９４（又は本明細書における任意の他の例示的態様）のい
ずれか１つに記載の方法。
　９６．　統合ロッドのアレイによって、光を、対応する複数の表示領域に方向変更する
段階を備える、例示的態様８１から９４（又は本明細書における任意の他の例示的態様）
のいずれか１つに記載の方法。 　９７．　複数の表示領域からの光を振幅変調する段階
を備える、例示的態様８１から９６（又は本明細書における任意の他の例示的態様）のい
ずれか１つに記載の方法。
　９８．　光を振幅変調する段階は、光と相互作用すべく配置された空間光変調器の複数
の画素を制御する段階を含む、例示的態様９７（又は本明細書における任意の他の例示的
態様）に記載の方法。
　９９．　データプロセッサによって実行された場合に、データプロセッサに、例示的態
様１から９８（又は本明細書における任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の方
法を実行させる、複数のコンピュータ可読命令が記録された非一時的データ記憶媒体を備
えるプログラム製品。
　１００．　データプロセッサによって実行された場合に、データプロセッサに、例示的
態様１から９８（又は本明細書における任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の
方法を実行するプログラマブルロジックデバイスを構成させる、複数の機械可読命令が記
録された非一時的データ記憶媒体を備えるプログラム製品。
　１０１．　光源によって照射されるフリーフォームレンズと、
　フリーフォームレンズの構成を制御するように接続されるコントローラと、を備え、コ
ントローラは、
　フリーフォームレンズの複数の画素を、各々が表示領域に対応する複数のソース領域に
関連付け、
　画像データに基づいて、ソース領域及び対応する表示領域の相対的なサイズを調整し、
　ソース領域に入射する光に対応する表示領域を照射させるように、各ソース領域内の複
数の画素を制御する
　ように構成される、光プロジェクタ。
　１０２．　フリーフォームレンズは、空間位相変調器を含み、コントローラは、空間位
相変調器の複数の画素によって与えられる位相遅延を制御するように接続される、例示的
態様１０１（又は本明細書における任意の他の例示的態様）に記載のプロジェクタ。
　１０３．　コントローラは、画像データに応じて、フリーフォームレンズに入射する光
源からの光の光学出力を制御するように構成される、例示的態様１０１又は１０２（又は
本明細書における任意の他の例示的態様）に記載のプロジェクタ。
　１０４．　コントローラは、光源に供給される出力の振幅及び／又は幅及び／又はデュ
ーティサイクルを制御するように動作可能である、例示的態様１０３（又は本明細書にお
ける任意の他の例示的態様）に記載のプロジェクタ。
　１０５．　コントローラは、光源によって発せられた光の部分を、光除去器へと選択的
に方向付けるように動作可能な光学素子を制御するように接続される、例示的態様１０３
又は１０４（又は本明細書における任意の他の例示的態様）に記載のプロジェクタ。
　１０６．　光源とフリーフォームレンズとの間の光路に可変アパーチャを備え、コント
ローラは、アパーチャの開きを制御するように動作可能である、例示的態様１０３から１
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０５（又は本明細書における任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載のプロジェク
タ。
　１０７．　光源とフリーフォームレンズとの間の光路に上流空間光変調器を備え、コン
トローラは、複数のソース領域のうち異なるものを異なるように照射するように、上流空
間光変調器を制御するように接続される、例示的態様１０１から１０６（又は本明細書に
おける任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載のプロジェクタ。
　１０８．　フリーフォームレンズから下流の光路に配置される下流空間光調整器を備え
、コントローラは、ターゲット面においてプロジェクタによって生成される光パターンに
おける光の振幅を変化させるように、下流空間光調整器の複数の画素を制御するように接
続される、例示的態様１０１から１０７（又は本明細書における任意の他の例示的態様）
のいずれか１つに記載のプロジェクタ。
　１０９．　下流空間光調整器は、複数の表示領域の各々からの光を変調させるように動
作可能な複数の画素を提供するために十分な解像度を有する、例示的態様１０８（又は本
明細書における任意の他の例示的態様）に記載のプロジェクタ。
　１１０．　フリーフォームレンズと複数の表示領域との間の光路に統合ロッドのアレイ
を備え、コントローラは、複数の統合ロッドのうち異なるものに異なる量の光を選択的に
誘導するように、フリーフォームレンズを制御するように動作可能である、例示的態様１
０１から１０９（又は本明細書における任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の
プロジェクタ。
　１１１．　コントローラは、プログラムされたデータプロセッサを含む、例示的態様１
０１から１１０（又は本明細書における任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載の
プロジェクタ。
　１１２．　コントローラは、構成可能なロジックユニットと、構成可能なロジックユニ
ットを構成する複数の命令を含むデータストアとを含む、例示的態様１０１から１１１（
又は本明細書における任意の他の例示的態様）のいずれか１つに記載のプロジェクタ。
　１１３．　構成可能なロジックユニットは、ＦＰＧＡを含む、例示的態様１１２（又は
本明細書における任意の他の例示的態様）に記載のプロジェクタ。
　１１４．　画像データによって定義される画像を表示するように、フリーフォームレン
ズを制御する装置であって、複数のソフトウェア命令によって、
　２次元位相変調器上で重複しない複数のソース領域を定義し、かつ、表示面において複
数の表示領域を定義し、複数のソース領域の各々は、境界及びソースエリアを有し、かつ
、複数の表示領域のうち対応する表示領域に関連付けられ、複数の表示領域の各々は、対
応する表示領域エリアを有し、
　画像データに基づいて、複数の表示領域の各々にターゲット光強度値を割り当て、
　複数のソース領域の構成、複数の表示領域の構成、又は複数のソース領域及び複数の表
示領域の両方の構成を決定し、これにより、対応する複数のソース領域の複数のソースエ
リアに対する複数の表示領域の複数の表示エリアの比率が、対応する表示領域に割り当て
られるターゲット光強度値に対する複数のソース領域の複数のソース光強度値の比率に比
例し、かつ、構成が、ソースエリアに入射する光を対応する表示エリアに方向変更させる
、
　ように構成されるプロセッサを備える装置。
　１１５．　フリーフォームレンズを駆動するように接続可能な駆動回路を備える、例示
的態様１１４（又は本明細書における任意の他の例示的態様）に記載の装置。
　１１６．　フリーフォームレンズは、空間位相変調器を含み、装置は、複数のソースエ
リアの各々に対して位相面を生成するように構成される、例示的態様１１４又は１１５（
又は本明細書における任意の他の例示的態様）に記載の装置。
　１１７．　複数のソース領域に対応する複数のターゲットソースエリアから、複数のソ
ース領域の面積の集合偏差を定量化する目的関数を最も良く満たす複数のソース領域の境
界の構成を決定するように最適化を実行するように構成される最適化器を備える、例示的
態様１１４から１１６（又は本明細書における任意の他の例示的態様）のいずれか１つに
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記載の装置。
　１１８．　最適化器は、回転正規化器を含む、例示的態様１１７（又は本明細書におけ
る任意の他の例示的態様）に記載の装置。
　１１９．　最適化器は、平滑性正規化器を含む、例示的態様１１７又は１１８（又は本
明細書における任意の他の例示的態様）に記載の装置。
　１２０．　画像データによって定義される画像を表示するように、位相変調器を制御す
る装置であって、
　重複しない複数のソース領域を含む２次元光源のモデルを有するように構成されるコン
トローラを備え、
　複数のソース領域の各々は、境界、対応するソース光強度値及びソースエリアを有し、
かつ、ディスプレイの対応する表示領域に関連付けられ、複数の表示領域の各々は、対応
する表示エリアを有し、
　コントローラは、複数のソフトウェア命令によって、コントローラに、
　画像データに基づいて、複数の表示領域の各々に光強度値を割り当て、
　対応する表示領域の表示エリアに対する複数のソース領域のターゲットソースエリアの
比率が、ソース領域のソース光強度値に対する、対応する表示領域に割り当てられる光強
度値の比率に比例するように、複数のソース領域の各々にターゲットソースエリアを設定
することと、
　複数のソース領域に対応する複数のターゲットソースエリアから、複数のソース領域の
面積の集合偏差を定量化する目的関数を最も良く満たす複数のソース領域の境界の構成を
決定するように最適化を実行することと、
　最適化の後のソース領域の境界の構成に基づいて、複数のソース領域の各々の法線ベク
トルを決定することと、
　位相変調器の位相を２次元の位置に関連付ける解の位相関数を生成するように、複数の
法線ベクトルを統合することと、
　を実行させるように構成される、装置。
　１２１．　所望の光パターンを生成する装置であって、
　光源と、
　光源によって照射される位相遅延変調器と、
　位相遅延変調器上の複数のソース領域と画像面における複数の対応する表示領域との間
の対応関係を確立し、
　画像データから複数の表示領域に対して所望の光学出力密度を決定し、
　画像データに対応する複数の表示領域における電力密度分布を実現すべく、画像データ
を用いて、複数のソース領域及び複数の表示領域の一方又は両方を調整し、
　位相変調器の複数のソース領域に入射する光に対して、スケーリング及び／又はシフト
を実行することによって、撮像チップの複数のソース領域の各々からの光を、複数の表示
領域のうち対応する表示領域に再分配するように動作可能な複数の位相シフトのパターン
を提供するように、位相変調器を制御する
　ように構成されるコントローラと、
　を備える装置。
　１２２．　画像データによって定義される光パターンを生成する装置であって、
　光源と、
　光源によって照射される位相変調器と、
　複数の光ソース領域の各々に対して、
　対応する表示領域のサイズ及び位置を決定し、
　複数のレンズのアレイをエミュレートするように位相変調器を制御する
　ように構成されるコントローラと、
　を備え、
　複数のレンズの各々は、複数の光ソース領域の１つに対応し、かつ、複数のレンズの各
々に入射する光が対応する表示領域に方向変更されるように、焦点距離、及び傾斜を有す
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るように複数のレンズを構成する
　装置。
　１２３．　データプロセッサと、データプロセッサによる実行のための複数のコンピュ
ータ可読命令を含むデータストアと、を備える光プロジェクタのコントローラであって、
複数の命令は、例示的態様１から９９のいずれか１つに記載の方法をデータプロセッサに
実行させるように構成される、コントローラ。
　１２４．　画像データによって定義される画像を表示するように、フリーフォームレン
ズを制御する方法であって、
　フリーフォームレンズ上で重複しない複数のソース領域を定義し、かつ、表示面におい
て複数の表示領域を定義する段階であって、複数のソース領域の各々は、境界及びソース
エリアならびに１つ又は複数のソース強度値を有し、かつ、複数の表示領域のうち対応す
る表示領域に関連付けられ、複数の表示領域の各々は、対応する表示領域エリアを有する
、段階と、
　画像データに基づいて、複数の表示領域の各々にターゲット光強度値を割り当てる段階
と、
　複数のソース領域の構成、複数の表示領域の構成、又は複数のソース領域及び複数の表
示領域の両方の構成を調整し、これにより、対応する複数のソース領域の複数のソースエ
リアに対する複数の表示領域の複数の表示エリアの比率が、対応する表示領域に割り当て
られるターゲット光強度値に対する複数のソース領域の複数のソース光強度値の比率に比
例する、段階と、
　複数のソースエリアの各々において、フリーフォームレンズの構成を生成する段階であ
って、構成は、ソースエリアに入射する光を対応する表示エリアに方向変更させるように
構成される、段階と、
　構成に係るフリーフォームレンズを制御し、複数のソース強度値に従って、複数のソー
ス領域に入射光を照射する段階と、
　を備える方法。
　１２５．　本明細書に記載の新規性及び進歩性を有するいずれかの特徴、複数の特徴の
組み合わせ、又は複数の特徴の部分的組み合わせを備える装置。
　１２６．　本明細書に記載の新規性及び進歩性を有するいずれかの段階、動作、複数の
段階及び／又は複数の作用の組み合わせ、もしくは複数の段階及び／又は複数の動作の部
分的組み合わせを備える方法。
【０２２３】
　システム、方法及び装置の具体例は、例示の目的で、本明細書において説明されている
。これらは、例示に過ぎない。本明細書において提供される技術は、上述された例示的な
システム以外のシステムに適用可能である。多数の変更、修正、追加、省略、及び置換が
、本発明を実施する範囲内で可能である。本発明は、説明された実施形態に対する、当業
者には明らかなバリエーションを含む。これらは、機能、要素及び／又は動作を等価の機
能、要素及び／又は動作と置き換える、異なる実施形態の機能、要素及び／又は動作を融
合及び適応させる、本明細書において説明された実施形態の機能、要素及び／又は動作を
他の技術の機能、要素及び／又は機能と組み合わせる、及び／又は、説明された実施形態
の機能、要素及び／又は動作の組み合わせを省略することによって得られるバリエーショ
ンを含む。
【０２２４】
　従って、以下に添付される特許請求の範囲及び以下導入される特許請求の範囲は、この
ような修正、置換、追加、省略、及び部分的組み合わせの全てを合理的に推定され得るよ
うに含むものと解釈されることを意図する。特許請求の範囲は、例において示された好適
な実施形態によって限定されるものではないが、全体として、説明に沿った最も広い解釈
が与えられるものである。
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